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1.  空港の特徴等 

1.1  地理的特性等 

大館能 代空港 は秋 田県 北秋田 市に立 地す る。 空港は 川に挟 まれ た鷹 巣盆地 にあり 、標

高 は 84 m 、 空 港 周 辺 は 広 大 な 河 岸 段 丘 地 形 と な っ て い る 。 こ の た め 、 空 港 用 地 の 造 成

にあた っては 同程 度土 量の切 土及び 盛土 が行 われた 。  

気 象 状 況 に つ い て は 、 年 間 日 照 時 間 は 1 ,5 5 0 時 間 と 、 全 国 と 比 較 し て 日 照 時 間 は 短

い環境 である 。空 港周 辺には 、秋田 県が 管理 する大 館能代 空港 周辺 ふれあ い緑地 、及 び

緩衝緑 地が存 在し てい る。  

 

1.2  空港の利用状況 

大館能 代空港 では 、温 室効果 ガス排 出量 の基 準年と して算 定し てい る 2 0 1 3 年度 では

定期便 では国 内 線 1 路 線（羽 田）が 運航 され 、「空 港管理 状況 調書 」（国 土交通 省航 空

局）に よると 着陸 回 数 7 8 6 回（ すべ て国 内線） 、乗降 客 数 1 1. 7 万 人（す べて 国内線 ）、

貨物取 扱量 5 5 ト ンで あった 。国内 線発 着枠 が配分 される 国実 施の コンテ ストに より 、

20 2 0 年春 か ら 2 02 2 年 3 月 までの 間、 従来 の 1 日 2 往復 か ら 1 日 3 往 復とな った 。ま

た期間も 2 025 年 3 月 までに 延長さ れた 。統 計情報 の得ら れる 直近 の 20 22 年度は 、国

内線 1 路線（ 羽田 ）が 運航さ れ、着 陸回 数 1 ,0 61 回 （す べて国 内 線）、 乗降客 数 1 5. 0

万人（ すべて 国内 線） 、貨物 取扱 量 1 36 ト ンであ った。  

本空港 へのア クセ スは 、バス 利用 約 1 .6 万人 、乗用 車・レ ンタ カー ・タク シー等 利用

約 13 万人と なっ てい る 1 。ま た、空 港内 には 様々な 空港関 係事 業者 がおり 、約 1 10 人

が従事 してい る。 空港 関係事 業者の 空港 通勤 アクセ スの年 間延 べ回 数につ いては 、自 家

用車約 3 万 回と なって いる 2 。 

  

 
1  空 港 の 乗 降 客 数 （ 国 土 交 通 省 航 空 局 「 空 港 管 理 状 況 調 書 」 に よ る ） に 空 港 ア ク セ ス の 利 用 比 率 （ 国
土 交 通 省 航 空 局 「 航 空 旅 客 動 態 調 査 」「 国 際 航 空 旅 客 動 態 調 査 」 に よ る ） を 乗 じ る こ と で 、 交 通 手 段 別
の 利 用 者 数 を 算 出 し て い る  
2  協 議 会 ア ン ケ ー ト の 通 勤 ア ク セ ス 手 段 構 成 に 基 づ く 推 計  
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着陸回 数  

 
乗降客 数  

 
貨物取 扱量  

 
資 料 ： 空 港 管 理 状 況 調 書 （ 国 土 交 通 省 航 空 局 ）  

図 1 . 2 . 1  大館能 代空 港の利 用状況 の推 移  
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1.3  空港施設等の状況 

大館能 代空港 は、 12 1 . 4h a の敷 地に 2 , 00 0 m×4 5m 滑走 路を は じめと する様 々な 施

設を有 してい る。  

 
表 1 . 3 . 1  主 な空港 施 設の概 要（ 20 22 年度 時点）  

空港敷 地面積  12 1 . 4h a  
滑走路  2 , 00 0m× 45 m  
誘導路  取付誘 導路 1 本  
エプロ ン  4 スポ ット  

（ 中 型 ジ ェ ッ ト 機 対 応 ３ ス ポ ッ ト 、 小 型 ジ ェ ッ ト 機 対
応１ス ポット ）  

旅客取 扱施設  旅客タ ーミナ ルビ ル： 4, 06 2m 2  
貨物取 扱施設  貨物タ ーミナ ルビ ル： 42 5m 2  
その他 施設  （国管 理施設 ）  

航空局 庁舎、 航空 気象 施設  
（県管 理施設 ）  
電源局 舎、飛 行場 照明 施設  
消防施 設  
除雪機 車庫  
平面駐 車場  
（その 他）  
調整池 （6 か所）  

※ O d a t e - N o s h i r o  A i r p o r t  業 務 概 要 2 0 2 3 （ 秋 田 県 大 館 能 代 空 港 管 理 事 務 所 ） に 基 づ き 作 成  
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図 1 . 3 . 1  空 港の施 設 配置  
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1.4  関連する地域計画での位置付け 

秋 田 県 が 策 定 し た 総 合 計 画 「 ～ 大 変 革 の 時 代 ～ 新 秋 田 元 気 創 造 プ ラ ン （ 2 02 2 年 ３

月）」 におい て、 大館 能代空 港は、 重点 戦略 である 観光・ 交流 戦略 を叶え る交通 ネッ ト

ワーク 拠点と 位置 付け られて いる。  

北 秋 田 市 の 総 合 計 画 「 第 ２ 次 北 秋 田 市 総 合 計 画  後 期 基 本 計 画 （ 令 和 ３ 年 度 ～ ７ 年 度 ）

（2 02 3 年３ 月改 訂） 」に おい ては 、大 館能 代空 港が ある こと は工 業・ 観光 をは じめ と

する各 種産業 の振 興に つなが る物資 ・旅 客輸 送上の 優位性 と捉 えら れてい る。と りわ け、

高速道 路 IC と直 結す る点で 全国で も珍 しい 空港で あるこ とや 、北 東北観 光のほ ぼ中 央

に位置 する空 港で ある ことを 首都圏 等に 向け て P R し 、認知 度を 高 めたい として いる 。  

また 、地 域防 災の 観点 では 「秋 田県 地域 防災 計画 （2 02 4 年４ 月修 正） 」に おい て、

大館能 代空港 は帰 宅困 難者の 一時滞 在施 設と して使 用でき るよ う、 対応や 物資を 備え て

おくべ き施設 であ ると されて いる。 また 、航 空搬送 拠点臨 時医 療施 設や、 消防防 災ヘ リ

コプタ ー活動 の指 定離 着陸場 に指定 され てい る。  

ま た 、 「 北 秋 田 市 地 域 防 災 計 画 （ 令 和 ４ 年 ７ 月  改 訂 ） 」 に お い て も 、 夜 間 救 急 搬 送

におけ る指定 離着 陸場 に定め られて いる 。  

気候変 動対策 等の 環境 の観点 では、 秋田 県内 の気候 変動対 策の 「地 方公共 団体実 行計

画」（ 区域施 策編 ）に 位置付 けられ る「 第２ 次秋田 県地球 温暖 化対 策推進 計画（ 改定 版）

（2 022 年 3 月 ）」で は、秋 田県内 で排 出さ れる温 室効果 ガス 排出 量につ いて 2 03 0 年

度まで に 2 01 3 年 度 比で 5 4%削 減（ 森林 吸収量 を含む ネッ トグ ロス方 式。排 出量 ベー

スでは 37 ％削 減）を 目標と してい る。  

北秋田 市では 、地 方公 共団体 実行計 画（ 区域 施策編 ）は策 定・ 公表 されて いない が、

20 24 年 2 月 には、 2 05 0 年 に二酸 化炭 素 を実質 ゼロに する こと を目指 す「ゼ ロカ ーボ

ンシテ ィ」を 宣言 して いる。  
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2.  基本的な事項 

2.1  空港脱炭素化推進に向けた方針 

大館能 代空港 の関 係事 業者が 一体と なっ て、 空港建 築施設 の省 エネ ルギー 化、航 空灯

火の LE D 化 、空 港車 両の電 動車化 、太 陽光 発電等 の再生 可能 エネ ルギー 導入を 実施 す

ること により 、大 館能 代空港 の脱炭 素化 を推 進する 。  

 

2.2  温室効果ガスの排出量算出 

20 13 年 度及 び現 状に おけ る空 港施 設及 び空 港車 両の エネ ルギ ー消 費量 につ いて 、各

施設等 の所有 者か ら情 報収集 を行い 把握 し、 得られ た値に 各種 排出 係数等 を乗じ るこ と

で、温 室効果 ガス 排出 量を算 出した 。  

 

表 2 . 2 . 1  空 港施設 及 び空港 車両等 から の温 室効果 ガス排 出量  

区 分  
温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 （ 単 位 ： ト ン ）  

2 0 1 3 年 度  現 状 ( 2 0 2 2 年 度 )  

空 港 施 設  8 7 1 . 3  6 5 0 . 6  

空 港 車 両  1 5 5 . 7  1 6 1 . 0  

計  1 , 0 2 7 . 0  8 1 1 . 7  

航 空 機 （ 参 考 ）  6 6 5 . 1  9 2 5 . 0  

空 港 ア ク セ ス （ 参 考 ）  6 9 8 . 2  7 9 2 . 7  
 

※ 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 に よ る 需 要 低 下 の 影 響 が 残 る も の の 、 航 空 需 要 は 概 ね 回

復 し た こ と か ら 、 現 状 の 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 は 、 最 新 の 情 報 が 得 ら れ る 時 点 と し て

20 22 年度 を集計 した 。 

※ 大 館 能 代 空 港 の 協 議 会 構 成 員 か ら の 情 報 収 集 で は 、 二 酸 化 炭 素 以 外 の 温 室 効 果 ガ ス

（ メ タ ン 、 一 酸 化 窒 素 及 び フ ロ ン 等 ） の 顕 著 な 排 出 は な い こ と か ら 、 本 計 画 に お け

る温室 効果ガ スと して は二酸 化炭素 のみ を対 象とし た。  

※ 大 館 能 代 空 港 の 脱 炭 素 化 を 推 進 す る た め 、 航 空 機 及 び 空 港 ア ク セ ス か ら の 温 室 効 果

ガス排 出量に つい ても 参考に 算出し た。  
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表 2 . 2 . 2  空 港施設 及 び空港 車両等 から の温 室効果 ガス排 出量 （事 業者別 ）  

区 分  事 業 者 （ 略 称 ）  
温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 （ ト ン ）  
2 0 1 3 年 度  2 0 2 2 年 度  

空 港 施 設  空港建築施設 東 京 航 空 局  1 0 4 . 5  8 4 . 6  
 (照明、空調等) 全 日 本 空 輸  4 . 1  3 . 9  
  大 館 能 代 空 港 タ ー ミ ナ ル ビ ル  6 0 1 . 9  4 4 7 . 3  
  大 館 能 代 空 港 管 理 事 務 所  1 2 3 . 2  8 1 . 9  
 空 港 建 築 施 設  小 計  8 3 3 . 7  6 1 7 . 7  
 航 空 灯 火  大 館 能 代 空 港 管 理 事 務 所  3 7 . 6  3 2 . 9  

空 港 施 設  計  8 7 1 . 3  6 5 0 . 6  
空 港 車 両  G S E 等  東 京 航 空 局  0 . 2  0 . 3  
  仙 台 管 区 気 象 台  0 . 1  0 . 1  
  全 日 本 空 輸  1 8 . 0  1 8 . 9  
  大 館 能 代 空 港 管 理 事 務 所  1 3 7 . 4  1 4 1 . 8  

空 港 車 両  計  1 5 5 . 7  1 6 1 . 0  
航 空 機 ( 参 考 )  駐 機 中   1 8 4 . 4  2 5 9 . 7  
 地 上 走 行 中   4 8 0 . 7  6 6 5 . 3  

航 空 機  計  6 6 5 . 1  9 2 5 . 0  
空 港 ア ク セ ス ( 参 考 )  旅 客 ( バ ス )  3 6 . 7  4 3 . 8  

  旅 客 ( 乗 用 車 )  5 6 9 . 0  6 6 2 . 9  
  従 業 者 （ バ ス )  0 . 0  0 . 0  
  従 業 者 （ 乗 用 車 )  9 2 . 5  8 6 . 0  

空 港 ア ク セ ス  計  6 9 8 . 2  7 9 2 . 7  
※ 2 0 1 3 年 度 の エ ネ ル ギ ー 使 用 量 デ ー タ が 得 ら れ な い 事 業 者 に つ い て は 、 把 握 可 能 な 最 も 古 い 年 度

の デ ー タ で 代 替 し て い る 。  
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図 2 . 2 . 1 現 状（ 20 2 2 年度） の温室 効果 ガス 排出量 の割合  
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全日本空輸, 2% その他, 0.04%

811.7
トン

2022年度
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2.3  目標及び目標年次 

本計画 におけ る目 標及 び目標 年次は 以下 のと おりで ある。  

なお、 今後、 大館 能代 空港の 整備計 画、 秋田 県、北 秋田市 の総 合計 画や地 方公共 団体

実行計 画など 地域 の各 種計画 等の見 直し 、並 びに各 取組に 係る 状況 変化及 び技術 の進 展

等を踏 まえ、 必要 に応 じて目 標を見 直す 。  

 

2030 年度における目標 
 

２０３０年度における目標：温室効果ガスを 20 13 年度比で 46％以上削減  

①  空港建 築施設 への 省エ ネ施策 を順次 実施 し、 空港建 築施設 とし て 3 1. 2％の 削減
効果を 達成す るこ とを 目標と する。  

②  20 30 年度 までに 全て の航空 灯火 を L ED 化 する。  

③  空港車 両は、 国お よび 秋田県 が保有 する ガソ リンを 用いる 連絡 車に ついて 電動車
化を進 めると とも に、 航空会 社の一 部 G S E 車両を 電動車 化し バイ オ燃料 を活用
する。  

④  太陽光 発電設 備の 導入 を促進 し、現 状（ 20 2 2 年度 ）の 電気使 用量 の 3 6%に相 当
する電 力を再 生可 能エ ネルギ ーに転 換す る。  

 

本空港 におい て、 現時 点で は 2 03 0 年度 まで に建築 施設の 増築 等の 予定が ないこ とか

ら、 将来 脱炭 素化 のた めの 施策 を行 わな い場 合に は、 20 3 0 年 度に おけ る温 室効 果ガ ス

排出量 は現状 （2 0 22 年度） と同等 の 8 1 1 . 7 トン にな ると見 込ま れる。  

これに 対して 、2 0 30 年度ま での脱 炭素 化に 向けて 、空港 施設 ・空 港車両 の CO 2 排

出削減 策とし て、 空港 建築施 設の省 エネ ルギ ー化、 航空灯 火 の LE D 化、 空港 車両の 電

動車化 （併せ て必 要と なる施 設整備 を含 む） やバイ オ燃料 の活 用に 取り組 むこと とす る。  

これら 空港施 設お よび 車両に 係る省 エネ ルギ ーや電 動車化 の取 組に より、 大館能 代空

港 の 空 港 施 設 ・ 空 港 車 両 か ら の 温 室 効 果 ガ ス を 年 間 2 80 .4 ト ン 削 減 す る こ と を 見 込 む 。

この温 室効果 ガス 削減 量は、 20 13 年度 の温 室効果 ガス排 出量 1, 0 27 .0 トンの 27 .3% に

相当し 、現状 （2 0 22 年度） の温室 効果 ガス 排出量 81 1 . 7 トンの 3 4 . 5%に相 当す る。  

また、 再生可 能エ ネル ギーで は合計 51 5kW の太陽 光発電 設備 （蓄 電池な し）を 導入

するこ とによ り、 現状 （2 022 年度 ）の空 港 全体の 年間電 力消 費量 （約 1 14 万 k Wh ）

の 35 .9 %に相 当す る 年間 4 1 万 k Wh の再 エネ電 力を空 港で 使用 し、温 室効果 ガス 排出

量を年 間 1 9 2 . 2 ト ン 削減す る。こ れは 、2 01 3 年 度の 温室効 果 ガス排 出量 の 1 8. 7% に

相当し 、現状 （2 0 2 2 年度） の 23 .7% に相 当する 。さら に、 航空 機及び 空港ア クセ スか

らの C O 2 排出削 減策 として 、G PU 利用 の 促進、 空港ア クセ スに 係る対 策、各 取組 に係
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る地域 連携・ レジ リエ ンス強 化等に 取り 組む ことに より、 温室 効果 ガスの 削減に 取り 組

む。   
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2050 年度における目標 
 

２０５０年度における目標：カーボンニュートラル  

 20 30 年度 までの 脱炭 素化に 向けた 取組 施策 に加え 、新た な技 術開 発動向 等を踏
まえ、 再エネ 発電 、吸 収源対 策、水 素等 の活 用並び にクレ ジッ トの 創出に 取り
組み、 カーボ ンニ ュー トラル の実現 を目 指す 。  

 必要に 応じて 、秋 田空 港のカ ーボン ニュ ート ラルに 寄与で きる よう に大館 能代
空港に おける 再エ ネ導 入規模 をさら に拡 大す る。  

 
20 50 年 度ま での 大館 能代 空港 の脱 炭素 化に 向け て、 引き 続き 、空 港施 設・ 空港 車両

の C O2 排 出削減 策と して、 空港建 築施 設の 省エネ ルギー 化、 空港 車両の E V・F CV 化

（併せ て必要 とな る施 設整備 を含む ）、 バイ オ燃料 の活用 に取 り組 むとと もに、 再エ ネ

等の導 入促進 とし て太 陽光発 電、吸 収源 対策 、水素 等の活 用並 びに クレジ ットの 創出 等

に取り 組む。  

また、 開発状 況を 踏ま えつつ 、次世 代型 太陽 電池や 高出力 の空 港車 両の E V・F C V 化

等の新 たな技 術の 活用 を促進 すると とも に、 更なる クレジ ット 創出 や利用 拡大を 図る 。  

これ によ り、 20 5 0 年 度ま でに 大館 能代 空港 にお ける カー ボン ニュ ート ラル を目 指す 。  

なお、 秋田空 港で は空 港内で 実施す る空 港施 設や空 港車両 の脱 炭素 化の取 組や太 陽光

発電 設備 の導 入に よっ ても 、2 05 0 年度 まで のカ ーボ ンニ ュー トラ ルの 達成 が難 しい と

見込ま れてい る。 大館 能代空 港の未 利用 地を 活用し た太陽 光発 電設 備によ り、秋 田空 港

に再生 可能エ ネル ギー や環境 価値を 融通 する 大館能 代空港 と秋 田空 港の空 港間連 携は 、

秋田空 港カー ボン ニュ ートラ ル実現 のた めの 方策の 一つと 考え られ る。こ の方策 を実 施

する場 合には 、大 館能 代空港 におけ る再 エネ 導入規 模をさ らに 拡大 する。  
 

表 2 . 3 . 1  取 組の実 施 による 温室効 果ガ ス削 減量・ 削減率 （目 標）  

取 組  取 組 内 容  

温 室 効 果 ガ ス 削 減 量 （ ト ン ）・ 削 減 率  
（ 2 0 1 3 年 度 比 ）  

2 0 3 0 年 度  2 0 5 0 年 度  
削 減 量  削 減 率  削 減 量  削 減 率  

空 港 施 設 に 係 る 取 組  
空 港 建 築 施 設 の 省 エ ネ 化  2 5 6 . 7  2 5 . 0 %  2 7 2 . 3  2 6 . 5 %  
航 空 灯 火 の L E D 化 等  2 4 . 4  2 . 4 %  2 4 . 4  2 . 4 %  

小 計  2 8 1 . 1  2 7 . 4 %  2 9 6 . 7  2 8 . 9 %  
空 港 車 両 に 係 る 取 組  空 港 車 両 の E V ・ F C V 化 等  ▲ 0 . 7  ▲ 0 . 1 %  1 5 5 . 7  1 5 . 2 %  

空 港 施 設 ・ 空 港 車 両  小 計  2 8 0 . 4  2 7 . 3 %  4 5 2 . 4  4 4 . 0 %  

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の
導 入 促 進 に 係 る 取 組  

太 陽 光 発 電 設 備 の 導 入 お
よ び 蓄 電 池 の 活 用  1 9 2 . 2  1 8 . 7 %  5 8 6 . 9  5 7 . 1 %  

合 計  4 7 2 . 7  
4 6 . 0 %  1 , 0 2 7 . 0

以 上  
1 0 0 . %  
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図 2 . 3 . 1  温 室効果 ガ ス削減 目標設 定（ イメ ージ）   

2013 2030 2050 /年度 (トン/年）
2013年度の排出量 a 1,027 - -

脱炭素化施策を行わない場合の排出量 b - 812 812 現状(2022年度)以降に脱炭素化施策を行わない場合 -215
省エネ施策による削減効果： c - 65 237 空港建築施設・航空灯火・空港車両による削減効果

再エネ施策による削減効果： d - 192 587 太陽光発電の導入による削減効果

施策による削減効果の合計 e - 257 824 c+d

施策を行った場合の排出量 f - 554
ｶｰﾎﾞﾝ
ﾆｭｰﾄﾗﾙ

b-e

2013年度比の削減量 g 473 1,027 a-f
2013年度比の削減割合 h 46% 100% g/a
※秋田空港の脱炭素化への寄与 1,540 当空港で発電した再エネ電力を秋田空港で活用する場合

1,027トン

812トン 812トン 812トン

554トン

(1,500)

(1,000)

(500)

0

500

1,000

1,500
2013年度 2022年度 2030年度 2050年度

CO2排出量
（トン）

↓
↓

【削減目標】
2013年度比
46％以上

472 トン以上

【削減量及び割合】
2013年度比

473 トン
（46% ）

【2013年度からの
排出量減】

215 トン

【削減量】
2013年度比
1,027 トン

CN化
（排出量実質ゼロ）

■空港施設・車両からの排出量(※2030年度は脱炭素施策実施後の排出量)

■脱炭素化施策を行わない場合の排出量

↓省エネ施策による削減効果

↓再エネ施策による削減効果

↓※秋田空港の脱炭素化への寄与：当空港で発電した再エネ電力を秋田空港で活用する場合

↓その他（航空機、空港アクセス）による削減効果の想定（参考）

注：本図は、排出量や削減量について、整数（小数点第一位四捨五入）表記としているため、本文及び表の数値と異なる場合がある。
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2.4  空港脱炭素化を推進する区域 

大館能 代空港 の航 空写 真に、 20 30 年 度及び 20 50 年 度にお ける 目 標を達 成する ため

の取組 を推進 する 区域 を示す 。  

 
図 2 . 4 . 1  2 03 0 年 度に おける 目標を 達成 する ための 取組を 推進 する 区域  

 

図 2 . 4 . 2  2 05 0 年 度に おける 目標を 達成 する ための 取組を 推進 する 区域  
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2.5  検討・実施体制及び進捗管理の方法 

本計画 は、空 港法第 2 6 条第 １項の 規定 に基 づき組 織した 秋田 県空 港脱炭 素化推 進協

議会（ 令和 6 年 １月 2 2 日 設置） の意 見を踏 まえ、 大館能 代空 港の 空港管 理者で ある 秋

田県建 設部港 湾空 港課 が策定 したも ので ある 。 

今後、 同協議 会を 定期 的（ 年 1 回程 度） に開 催し、 本計画 の推 進を 図ると ともに 、本

計画の 進捗状 況を 確認 するも のとす る。 また 、評価 結果や 、政 府の 温室効 果ガス 削減 目

標、脱 炭素化 に資 する 技術の 進展等 を踏 まえ 、秋田 県建設 部港 湾空 港課は 適時適 切に 本

計画の 見直し を行 う。  

 

表 2 . 5 . 1 秋 田県 空港脱 炭素化 推進協 議会 の構 成員  

区 分  正 式 名 称  略 称  

対 象 空 港  

秋 

田 

大
館
能
代 

構 成 員  東 京 航 空 局  脱 炭 素 化 推 進 室  東 京 航 空 局  ●  ●  

東 京 航 空 局  秋 田 空 港 ・ 航 空 路 監 視 レ
ー ダ ー 事 務 所  

秋 田 空 港 ・ 航 空 路 監 視 レ
ー ダ ー 事 務 所  

●   

気 象 庁  仙 台 管 区 気 象 台  仙 台 管 区 気 象 台  ●  ●  

全 日 本 空 輸 （ 株 ）  全 日 本 空 輸  ●  ●  

日 本 航 空 （ 株 ）  日 本 航 空  ●   

秋 田 空 港 タ ー ミ ナ ル ビ ル （ 株 ）  秋 田 空 港 タ ー ミ ナ ル ビ ル  ●   

大 館 能 代 空 港 タ ー ミ ナ ル ビ ル （ 株 ）  
大 館 能 代 空 港 タ ー ミ ナ ル
ビ ル  

 ●  

東 北 電 力 ネ ッ ト ワ ー ク （ 株 ）  東 北 電 力 ネ ッ ト ワ ー ク  ●   

（ 株 ） エ ア リ サ ー チ  エ ア リ サ ー チ  ●   

秋 田 県  秋 田 空 港 管 理 事 務 所  秋 田 空 港 管 理 事 務 所  ●   

秋 田 県  大 館 能 代 空 港 管 理 事 務 所  大 館 能 代 空 港 管 理 事 務 所   ●  
オ ブ ザ
ー バ ー  

秋 田 県  交 通 政 策 課  秋 田 県 交 通 政 策 課  ●  ●  

秋 田 県  温 暖 化 対 策 課  秋 田 県 温 暖 化 対 策 課  ●  ●  

 

次頁に 示す各 取組 の実 施体制 の表に 示さ れた 協議会 構成員 は、 各自 が該当 する取 組施

策につ いて、 自ら が実 施主体 となっ て取 り組 む、あ るいは 他の 構成 員と共 同で取 り組 む

など、 積極的 に脱 炭素 化に取 り組む こと とが 求めら れる。  
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表  2 . 5 . 2  各 取組の 実 施体制  

構 成 員 （ 略 称 ）  
対 象 空 港  取組内 容  

秋 田  大 館 能 代  空港建築施設 
省エネ化 

航空灯火 
LED 化 

空港車両 
EV・FCV 化等 

再エネ導入 

東 京 航 空 局  
秋 田 空 港 ・ 航 空 路 監
視 レ ー ダ ー 事 務 所  

●   ●   ●  ●  

脱 炭 素 化 推 進 室   ●  ●   ●   

仙 台 管 区 気 象 台  ●  ●    ●   

全 日 本 空 輸  ●  ●    ●   

日 本 航 空  ●     ●   

秋 田 空 港 タ ー ミ ナ ル ビ ル  ●   ●   ○  ●  

大 館 能 代 空 港 タ ー ミ ナ ル ビ ル   ●    ○  ●  

東 北 電 力 ネ ッ ト ワ ー ク  ●   ●    ●  

エ ア リ サ ー チ  ●   ●   ●  ●  

秋 田 空 港 管 理 事 務 所  ●   ●  ●  ●  ●  

大 館 能 代 空 港 管 理 事 務 所   ●  ●  ●  ●  ●  

秋 田 県 交 通 政 策 課 （ ｵ ﾌ ﾞ ｻ ﾞ ｰ ﾊ ﾞ ｰ ）  ●  ●      

秋 田 県 温 暖 化 対 策 課 （ ｵ ﾌ ﾞ ｻ ﾞ ｰ ﾊ ﾞ ｰ ）  ●  ●      
○ 印 ： タ ー ミ ナ ル ビ ル 会 社 は 空 港 車 両 を 保 有 し て い な い が 、 E V 用 電 力 の 受 電 等 に 関 係 す る 可 能 性 が あ る こ と か ら 、 空 港 車 両 の 取 組 の 検 討 に

関 与 を 想 定 し て い る  

※ 吸 収 源 対 策 、 ク レ ジ ッ ト 創 出 等 の 対 策 に つ い て は 、 2 0 3 0 / 5 0 年 度 の 目 標 達 成 に 向 け 、 協 議 会 で 適 宜 取 り 組 ん で い く こ と と す る 。  
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2.6  航空の安全の確保 

本計画 では、 再生 可能 エネル ギー等 の導 入に 際し、 以下の 安全 対策 を実施 する方 針で

ある。  

 
表 2 . 6 . 1  大 館能代 空 港脱炭 素化推 進に おけ る安全 対策  

取  組  安 全 確 保 の 方 針  
太 陽 光 発 電 設 備  実 施 計 画 段 階 に お い て 太 陽 電 池 パ ネ ル の 反 射 の 影 響 に つ い て 検 証

を 行 う 必 要 が あ る 。  
ま た 、 航 空 保 安 無 線 施 設 の 周 辺 に 設 置 す る 場 合 は 、 電 波 干 渉 の 影
響 を 検 証 し 、 関 係 者 と 調 整 す る 必 要 が あ る 。  

 空 港 用 地 内 に 設 置 す る 太 陽 光 発 電 設 備 か ら 電 源 局 舎 等 へ 電 力 供 給
す る 計 画 と す る 際 、 商 用 電 源 と 同 等 の 信 頼 性 を 確 保 す る 必 要 が あ
る 。  
※ 太 陽 光 発 電 設 備 に お い て 発 電 し た 電 力 を 既 存 施 設 へ 配 電 す る 方
法 は 、 今 後 の 検 討 課 題 で あ る 。  

 そ の 他 、 太 陽 光 発 電 設 備 の 安 全 性 や 保 安 対 策 等 に つ い て 関 連 法 令
を 遵 守 す る と と も に 、 空 港 脱 炭 素 化 の た め の 事 業 推 進 マ ニ ュ ア ル
を 踏 ま え 対 策 を 検 討 す る 必 要 が あ る 。  

 太 陽 光 発 電 設 備 と 合 わ せ て 蓄 電 池 を 導 入 す る 際 は 、 発 火 等 の リ ス
ク に 留 意 し 、 消 防 法 等 の 関 連 法 令 に 基 づ く 安 全 対 策 を 徹 底 す る 必
要 が あ る 。  

水 素 ス テ ー シ ョ ン の
設 置  

将 来 的 に 水 素 ス テ ー シ ョ ン を 導 入 す る 場 合 は 、 高 圧 ガ ス 保 安 法 お
よ び 省 令 の 技 術 基 準 を 遵 守 し 、 水 素 漏 洩 防 止 と 早 期 検 知 、 漏 洩 し
た 場 合 の 滞 留 防 止 や 引 火 防 止 、 火 災 時 の 影 響 軽 減 等 の 対 策 を 実 施
す る 。  
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3.  取組内容、実施時期及び実施主体 

20 30 年 度及び 20 50 年度に おける 目標 を達 成する ために 実施 する 取組内 容、実 施主

体及び 実施時 期を 示す 。なお 、これ らの 取組 内容は 、各取 組に 係る 状況変 化及び 技術 の

進展等 を踏ま え、 必要 に応じ て取組 内容 の詳 細化や 見直し を行 う。  

 

3.1  空港施設に係る取組 

本空港 の 2 01 3 年 度お よび現 状（ 20 22 年度 ）の空 港施設 （空 港建 築施設 および 航

空灯火 ）から の温 室効 果ガス 排出量 は、 87 1 . 3 ト ン/年 （う ち空港 建築施 設 83 3 . 7 ト

ン/年、 航空 灯火 3 7. 6 トン/ 年） 及び 6 50 . 6 トン/ 年（ うち空 港 建築施設 61 7 .7 ト

ン、航 空灯 火 3 2. 9 ト ン）で ある。  

以下に 示す空 港建 築施 設の省 エネ化 およ び航 空灯火 の LED 化 を進 めるこ とによ り、

空港施 設から の温 室効 果ガス 排出量 を削 減す る。  

 

空港建築施設の省エネ化 

①  現状  
大 館 能 代 空 港 に お い て は 、 国 が 所 有 す る 航 空 局 庁 舎 、 秋 田 県 が 所 有 す る 電 源 局 舎 、

除 雪 車 庫 、 消 防 車 庫 と い っ た 施 設 、 並 び に 旅 客 タ ー ミ ナ ル ビ ル 、 貨 物 タ ー ミ ナ ル ビ

ル、給 油施設 があ る。  

20 1 3 年 度及び 現状 （ 20 2 2 年 度）に おけ る 空港建 築施設 から の温 室効果 ガス排 出

量は、 それぞ れ 8 3 3 . 7 トン /年 及び 61 7 . 7 トン/年 であ る。  

こ れ ま で に 実 施 さ れ た 主 な 省 エ ネ 化 の 取 組 と し て 、 大 館 能 代 空 港 タ ー ミ ナ ル ビ ル

（株） におい て、 照明 の LED 化 が完 了済み となっ ている 。  

 

②  2 0 3 0 年度 までの 取組  
大 館 能 代 空 港 に お い て は 、 現 時 点 で は 2 0 3 0 年 度 ま で に 建 築 施 設 の 増 築 等 の 整 備

予 定 は な い こ と か ら 、 今 後 2 03 0 年 度 ま で に 省 エ ネ 施 策 を 実 施 し な い 場 合 に は 、 温

室効果 ガス排 出量 は、 現状（ 20 2 2 年度 ）と 同等の 6 17 .7 トン/ 年 となる と見込 まれ

る。  

これに 対して 、2 0 30 年度ま でに空 港建 築施 設にお いて表 3. 1 . 1 に 示す省 エネ施 策

に取り 組むこ とに より 、現状 （2 02 2 年度 ） から温 室効果 ガス 排出 量を 4 0.7 トン/

年削減 できる と見 込ま れ、2 03 0 年度の 温室 効果ガ ス排出 量は 5 77 .0 トン/ 年とな る。

表 3 .1 . 2 に 示す通 り 20 1 3 年度 の空 港建 築 施設か らの排 出量 比で は 2 5 6 . 7 ト ン/年

（約 3 0. 8% ）の削 減 となる 。  
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な お 、 表 3. 1 . 1 . に 示 し た 建 築 施 設 の 省 エ ネ 化 の 取 組 以 外 に 、 タ ー ミ ナ ル ビ ル に お

いて変 圧器（ 3 台） の 更新を 2 02 3 年度 に行 ってい ること から 、こ れによ る消費 電力

削減効 果も 20 24 年度 以降に は見込 まれ る。  

 

③  2 0 5 0 年度 までの 取組  
20 50 年度ま でに 空港 建築施 設にお いて表 3. 1 .1 に示 す省エ ネ施 策 に取り 組むこ と

により 、現状 （2 0 22 年度） から温 室効 果ガ ス排出 量を 5 6.2 トン /年削減 でき ると

見込ま れ、 20 5 0 年 度 の温室 効果ガ ス排 出量 は、5 61 . 5 ト ン/年 と なる。 表 3. 1 . 2 に

示す通 り、 20 13 年 度 の空港 建築施 設か らの 排出量 比では 27 2 .3 トン/年 （約 3 2. 7%）

の削減 となる 。  

 

表 3 . 1 . 1  各 施設に お ける省 エネ化 の実 施主 体及び 実施時 期等 (施 策案) ※  

対 象 施 設  取 組 内 容  
実 施 主 体  

( 略 称 )  
実 施 時 期  

温 室 効 果 ガ ス 削 減 量 ( ト ン )  
2 0 3 0 年 度  2 0 5 0 年 度  

航 空 局 庁
舎  

高 効 率 熱 源 設 備 （ パ ッ
ケ ー ジ エ ア コ ン )  

東 京 航 空 局  
2 0 5 0 年 度  -  4 . 2 6  

給 油 施 設  高 効 率 熱 源 設 備 （ パ ッ
ケ ー ジ エ ア コ ン )  

全 日 本 空 輸  
2 0 3 0 年 度  0 . 1 1  0 . 1 1  

照 明 L E D 化  2 0 3 0 年 度  0 . 4 9  0 . 4 9  
旅 客 タ ー
ミ ナ ル ビ
ル  

高 効 率 熱 源 設 備 （ モ ジ
ュ ー ル チ ラ ー 化 )  

大 館 能 代 空 港
タ ー ミ ナ ル ビ
ル  

2 0 5 0 年 度  -  1 0 . 7 3  

照 度 設 定 緩 和  2 0 3 0 年 度  3 . 6 8  3 . 6 8  
在 室 検 知 制 御 （ ト イ
レ ）  

2 0 3 0 年 度  0 . 4 5  0 . 4 5  

空 調 換 気 の 設 備 の 運 用
時 間 の 見 直 し  

2 0 3 0 年 度  1 . 7 2  1 . 7 2  

室 温 設 定 緩 和  2 0 3 0 年 度  6 . 1 3  6 . 1 3  
エ ス カ レ ー タ ー 制 御  2 0 3 0 年 度  8 . 9 0  8 . 9 0  

エ レ ベ ー タ ー 更 新  2 0 3 0 年 度  8 . 5 5  8 . 5 5  

窓 ガ ラ ス 、 カ ー テ ン ウ
ォ ー ル 遮 熱  ( 注 )  

2 0 3 0 年 度  0 . 5 4  0 . 5 4  

貨 物 取 扱
施 設  

高 効 率 熱 源 設 備 （ パ ッ
ケ ー ジ エ ア コ ン )  

全 日 本 空 輸  2 0 5 0 年 度  -  0 . 5 6  

照 度 設 定 緩 和  大 館 能 代 空 港
タ ー ミ ナ ル ビ
ル  

2 0 3 0 年 度  0 . 3 6  0 . 3 6  
空 調 換 気 の 設 備 の 運 用
時 間 の 見 直 し  

2 0 3 0 年 度  0 . 0 3  0 . 0 3  

電 源 局 舎  高 効 率 熱 源 設 備 （ パ ッ
ケ ー ジ エ ア コ ン ）  

大 館 能 代 空 港
管 理 事 務 所  

2 0 3 0 年 度  0 . 7 4  0 . 7 4  

照 明 L E D 化 （ 現 状
4 2 ％ ）  

2 0 3 0 年 度  0 . 0 9  0 . 0 9  
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除 雪 車 庫  高 効 率 熱 源 設 備 （ パ ッ
ケ ー ジ エ ア コ ン ）  

大 館 能 代 空 港
管 理 事 務 所  

2 0 3 0 年 度  0 . 6 3  0 . 6 3  

照 明 L E D 化  2 0 3 0 年 度  5 . 3 3  5 . 3 3  
照 度 設 定 緩 和  2 0 3 0 年 度  0 . 3 1  0 . 3 1  
空 調 換 気 の 設 備 の 運 用
時 間 の 見 直 し  

2 0 3 0 年 度  0 . 1 2  0 . 1 2  

消 防 車 庫  高 効 率 熱 源 設 備 （ パ ッ
ケ ー ジ エ ア コ ン ）  

大 館 能 代 空 港
管 理 事 務 所  

2 0 3 0 年 度  0 . 4 7  0 . 4 7  

照 明 L E D 化 ( 現 状  
7 2 % ）  2 0 3 0 年 度  1 . 0 8  1 . 0 8  

照 度 設 定 緩 和  2 0 3 0 年 度  0 . 2 2  0 . 2 2  
空 調 換 気 の 設 備 の 運 用
時 間 の 見 直 し  

2 0 3 0 年 度  0 . 0 9  0 . 0 9  

シ ン ボ ル
ゾ ー ン  

照 明 L E D 化  大 館 能 代 空 港
管 理 事 務 所  

2 0 3 0 年 度  0 . 6 1  0 . 6 1  

合 計  4 0 . 6 5  5 6 . 2 0  
※ 2 0 2 2 年 度 （ 現 状 ） の エ ネ ル ギ ー 使 用 量 か ら の 省 エ ネ 化 の 取 組 に よ る 温 室 効 果 ガ ス 削 減 量 を 示 す  

( 注 ) 2 0 2 2 ～ 2 0 2 3 年 度 に 導 入  

 

表 3 . 1 . 2  空港建 築施 設から の温室 効果 ガス 排出量 ・削減 量（ 単位 ：トン ）  

  2 0 1 3 年 度  2 0 2 2 年 度  2 0 3 0 年 度  2 0 5 0 年 度  

温 室 効 果 ガ ス 排 出 量  8 3 3 . 7  6 1 7 . 7  5 7 7 . 0  5 6 1 . 5  

2 0 1 3 年 度 比 削 減 量    2 1 6 . 0  2 5 6 . 7  2 7 2 . 3  

2 0 1 3 年 度 比 削 減 率    2 5 . 9 %  3 0 . 8 %  3 2 . 7 %  

 

大 館 能 代 空 港 脱 炭 素 化 推 進 協 議 会 は 、 今 後 の 航 空 需 要 増 加 な ど の エ ネ ル ギ ー 利 用

の 増 加 要 因 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 導 入 状 況 、 系 統 電 力 の 電 源 構 成 （ 排 出 係 数 ） の

変 化 な ど に 注 視 し な が ら 、 上 記 に 掲 げ た 空 港 建 築 施 設 の 省 エ ネ 化 に 向 け た 取 組 内 容

や 実 施 時 期 の 見 直 し を 行 う と と も に 、 新 た な 省 エ ネ 技 術 の 開 発 動 向 を 踏 ま え た 取 組

等につ いても 適宜 さら なる検 討を行 って いく 。 

特 に 、 雪 氷 熱 を 活 用 し た 冷 房 シ ス テ ム な ど 、 積 雪 量 が 多 い 地 域 特 性 を 活 か し た 省

エネル ギーの 仕組 みの 導入可 能性に つい て、 今後情 報収集 や検 討を 行う。  
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航空灯火の LED 化 

①  現状  
航空灯 火は、 全 64 6 灯のう ち、 20 2 2 年度 時点で はいず れ も LE D 化さ れてい ない 。

また航 空灯火 以外 に、 エプロ ン照明 灯が 2 2 灯、街 路灯・ 駐車 場照 明灯が 8 2 灯あ る。  

20 1 3 年 度及び 現状 （ 20 2 2 年 度）に おけ る 航空灯 火から の温 室効 果ガス 排出量 は、

それぞ れ 3 7. 6 ト ン/ 年及び 32 . 9 トン /年 である 。  

 

②  2 0 3 0 年度 までの 取組  
秋田 県 は 、LED 灯 火 の 整備 を 進め る こ とに より 、 20 3 0 年 度 ま で に全 て の 航空 灯

火を LED 化す る。こ れによ り、 20 30 年度 までに 温室効 果ガ ス排 出量を 20 1 3 年 度

比で 2 4. 4 トン/ 年（ 6 5 . 0%）削 減す る。  

 

表 3 . 1 . 3  航 空灯火 の LED 化の 実施主 体及 び実施 時期等  

対 象 施 設  取 組 内 容  実 施 主 体  実 施 時 期  

航 空 灯 火  照 明 L E D 化  秋 田 県  2 0 2 4 年 度 ～ 2 0 3 0 年 度  

 

表 3 . 1 . 4  航空灯 火か らの温 室効果 ガス 排出 量・削 減量（ 単位 ：ト ン）  

  2 0 1 3 年 度  2 0 2 2 年 度  
2 0 3 0 年 度

L E D 化  
1 0 0 %  

2 0 5 0 年 度  
L E D 化
1 0 0 ％  

温 室 効 果 ガ ス 排 出 量  3 7 . 6  3 2 . 9  1 3 . 2  1 3 . 2  

2 0 1 3 年 度 比 削 減 量  -  4 . 7  2 4 . 4  2 4 . 4  

2 0 1 3 年 度 比 削 減 率  -  1 2 . 4 %  6 5 . 0 %  6 5 . 0 %  
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3.2  空港車両に係る取組 

空港車両の EV・FCV 化等 

①  現状  
本空港 におい ては 、現 状（2 02 2 年度 ）時 点 で下表 に示す 通り 合 計 48 台の 空港 車

両 が 保 有 ・ 運 用 さ れ て い る 。 現 時 点 で は 、 電 動 車 （ 電 気 自 動 車 (E V ) 、 燃 料 電 池 自 動

車 （ FCV ） 、 プ ラ グ イ ン ハ イ ブ リ ッ ド 自 動 車 、 ハ イ ブ リ ッ ド 自 動 車 ） は 導 入 さ れ て

いない 。  

20 1 3 年 度及び 現状 （ 20 2 2 年 度）に おけ る 空港車 両から の温 室効 果ガス 排出量 は、

それぞ れ 1 55 . 7 トン / 年及び 16 1 . 0 トン/ 年 である 。  
 

表 3 . 2 . 1 事 業者 別の空 港車両 の台数 （現 状）  

事 業 者  車 両 区 分  
使 用 エ ネ ル ギ ー 種 別  

ｶ ﾞ ｿ ﾘ ﾝ  軽 油  E V  F C V  合 計  

東 京 航 空 局  連 絡 車  1  0  0  0  1  

仙 台 管 区 気 象 台  連 絡 車  1  0  0  0  1  

全 日 本 空 輸  G S E 車 両  0  1 2  0  0  1 2  

  給 油 車 両  0  2  0  0  2  

大 館 能 代 空 港 管 理 事 務 所  連 絡 車  2  0  0  0  2  

  空 港 維 持 管 理 車 両  3  2 7  0  0  3 0  

合  計    7  4 1  0  0  4 8  

 

表 3 . 2 . 2 車 種別 の空港 車両の 台数（ 現状 ）  

車 両 区 分  車 種  
使 用 エ ネ ル ギ ー 種 別  

ｶ ﾞ ｿ ﾘ ﾝ  軽 油  E V  F C V  合 計  

連 絡 車  連 絡 車  4  0  0  0  4  

G S E 車 両  フ ォ ー ク リ フ ト  0  1  0  0  1  

  ト ー イ ン グ ト ラ ク タ ー  0  3  0  0  3  

  カ ー ゴ ト ラ ッ ク  0  0  0  0  0  

  航 空 機 牽 引 車  0  1  0  0  1  

  そ の 他  0  7  0  0  7  

空 港 維 持 管 理 車 両  除 雪 車 両  0  2 0  0  0  2 0  

  消 防 車 両  0  3  0  0  3  

  そ の 他  3  4  0  0  7  

給 油 車 両  給 油 車 両  0  2  0  0  2  

合  計  7  4 1  0  0  4 8  
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②  2 0 3 0 年度 までの 取組  
国 お よ び 秋 田 県 が 所 有 す る 空 港 車 両 に つ い て は 、 政 府 実 行 計 画 お よ び 秋 田 県 の 地

方 公 共 団 体 実 行 計 画 に 基 づ い て 、 代 替 可 能 な 電 動 車 が な い 場 合 等 を 除 き 、 空 港 運 用

に 支 障 が 生 じ な い 車 種 に つ い て 電 動 車 の 導 入 を 促 進 す る 。 航 空 会 社 が 所 有 す る 空 港

車両に ついて は、 車両 更新の タイミ ング を踏 まえつ つ、一 部 の G S E 車両 の電 動車化

を進め ること を目 標と する。 また現 状の 軽油 使用量の 10 ％程 度に ついて バイオ 燃料

（B1 0 0 燃料 ）に 置き 換える ことで 排出 削減 を図る ことを 目標 とす る。  

な お 、 電 動 車 化 等 を 進 め る に あ た っ て は 、 車 両 の 開 発 状 況 を 注 視 し 、 各 事 業 者 の

車 両 の 更 新 時 期 や 投 資 計 画 と の 整 合 に 留 意 し つ つ 取 組 を 進 め て い く 必 要 が あ る 。 ま

た E V の 導 入 に は 車 両 用 充 電 設 備 が 不 可 欠 で あ る こ と か ら 、 充 電 設 備 の 導 入 主 体 、

費 用 負 担 の あ り 方 、 運 用 ス キ ー ム 、 契 約 電 力 で の 対 応 可 否 な ど に つ い て 、 関 係 者 間

で 検 討 、 協 議 を 進 め て い く 。 バ イ オ 燃 料 に つ い て も 空 港 に お い て 実 用 検 証 が 開 始 さ

れ た ば か り で あ る が 、 本 格 導 入 に 向 け て は 、 原 料 調 達 か ら 生 産 ～ 供 給 、 保 管 ま で の

体 制 の 確 立 が 必 要 で あ る ほ か 、 コ ス ト 負 担 も 課 題 と な る こ と が 想 定 さ れ 、 協 議 会 に

お い て 検 討 を 行 い 計 画 の 具 体 化 を 図 る 。 こ れ ら の 取 組 に よ り 、 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量

は 2 01 3 年度 比で 0. 7 ト ン（ 0. 5%） の増 加とな る。（ 2 01 3 年 度から 現状に かけ て

空港車 両から の温 室効 果ガス 排出量 が 5 .3 ト ン増加 してい るた め、 20 30 年 度ま でに

上記の 取組を 実施 した 場合で も排出 量は わず かに 2 0 13 年度実 績を 上回る 。）  
 

③  2 0 5 0 年度 までの 取組  
全 空 港 事 業 者 が 所 有 す る 空 港 車 両 に つ い て 、 す べ て 電 動 車 化 し 再 生 可 能 エ ネ ル ギ

ーを 活用 する こと で、 車両 から の温 室効 果ガ ス排 出量 を実 質 0 と する こと を目 標と

する。 なお、 2 05 0 年 度にお いても 電動 化さ れてい ない車 種が ある 場合に は、バ イオ

燃料（ B1 0 0 燃 料）を 活用す ること で排 出量 を 0 と する 。これ ら の取組 により 、温

室効果 ガス排 出量 を 2 01 3 年 度比で 1 55 .7 トン（ 10 0%） 削減 す る。  
 
 

  



 

23 

 

表 3 . 2 . 3  空港車 両の 脱炭素 化の取 組と 実施 時期  

車 種  エ ネ ル ギ ― 別  現 状  2 0 3 0 年 度  2 0 5 0 年 度  

連 絡 車    ガ ソ リ ン  4  2    0    

    電 動 車  0  2    4  ※ 2  

G S E 車 両  フ ォ ー ク リ フ ト  軽 油  1  0   0    

    電 動 車  0  1    1  ※ 2  

 ト ー イ ン グ ト ラ ク タ ー  軽 油  3  0   0    

    電 動 車  0  3   3  ※ 2  

 そ の 他 G S E 車 両  軽 油  8  8  ※ 1  0    

    電 動 車  0  0    8  ※ 2  

空 港 維 持 管 理 車 両   ガ ソ リ ン  3  3   0    

    軽 油  2 7  2 7   0    

    電 動 車  0  0    3 0  ※ 2  

給 油 車 両    軽 油  2  2   0    

    電 動 車  0  0   2  ※ 2  

合 計      4 8  4 8    4 8    

※ 1 ： 2 0 3 0 年 度 ま で に 電 動 車 化 さ れ な い G S E 車 両 に つ い て 、 現 状 の 軽 油 使 用 量 の 1 0 ％ 相
当 を バ イ オ 燃 料 （ B 1 0 0 ） に 転 換  
※ 2 ： 2 0 5 0 年 度 に 電 動 車 化 が 製 品 化 さ れ て い な い 車 種 に つ い て は 、 バ イ オ 燃 料 （ B 1 0 0 ） を
使 用  

 

表 3 . 2 . 4  空港車 両か らの温 室効果 ガス 排出 量・削 減量（ 単位 ：ト ン）  

  2 0 1 3 年 度  2 0 2 2 年 度  2 0 3 0 年 度  2 0 5 0 年 度  

温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 ( 将 来 施 策 な し )  1 5 5 . 7  1 6 1 . 0  1 6 1 . 0  1 6 1 . 0  

2 0 1 3 年 度 比 削 減 量    ▲ 5 . 3  ▲ 5 . 3  ▲ 5 . 3  

2 0 1 3 年 度 比 削 減 率    ▲ 3 . 4 %  ▲ 3 . 4 %  ▲ 3 . 4 %  

          

温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 ( 将 来 施 策 あ り )  1 5 5 . 7  1 6 1 . 0  1 5 6 . 4  0 . 0  

2 0 1 3 年 度 比 削 減 量    ▲ 5 . 3  ▲ 0 . 7  1 5 5 . 7  

2 0 1 3 年 度 比 削 減 率    ▲ 3 . 4 %  ▲ 0 . 5 %  1 0 0 . 0 %  

施 策 を 行 わ な い 場 合 と の 差 異      4 . 6  1 6 1 . 0  
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3.3  再エネの導入促進に係る取組 

太陽光発電設備の導入 

①  現状  
20 1 3 年 度及び 現状 （ 20 2 2 年 度）に おけ る 大館能 代空港 全体 の年 間電力 消費量 は、

約 1 30 万 kW h/ 年及 び約 1 1 4 万 k Wh /年 である 。  

 

②  2 0 3 0 年度 までの 取組  
大館能 代空港 にお ける 電力需 要に対 応す るた めに、 20 30 年度 まで に太陽 光発電 設

備 （ 0 .8 h a 、 5 1 5k W ） を 導 入 し 、 電 源 局 舎 （ 航 空 灯 火 等 ） 、 旅 客 タ ー ミ ナ ル ビ ル 等

に電力 供給す るこ とを 目標と した。  

太陽電 池パネ ルは 、エ プロン 東側未 利用 地の 一部へ の設置 を想 定し た。  

これに より、 現状 （2 02 2 年 度） の空港 全 体の年 間電力 消費 量 約 1 1 4 万 kW h/年

の 3 5 . 9%に 相当 す る 4 1 万 kW h/年 の再 生 可能エ ネルギ ーを 空港 で使用 するこ とと

な り 、 203 0 年 度 ま で に 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 を 19 2 . 2 ト ン / 年 （ 電 気 使 用 に よ る

20 13 年度 排出量 比及 び現状 排出量 比 2 5% 及び 3 6%） 削減 する ことが できる 。  

 

③  2 0 5 0 年度 までの 取組  
大館能 代空港 にお ける 電力需 要に対 応す るた めに、 20 50 年度 まで に新た な太陽 光

発電設 備（ 4. 1h a、 2, 46 8kW ）を導 入す る ことを 目標と した 。  

新 た な 太 陽 電 池 パ ネ ル の 設 置 場 所 と し て は 、 除 雪 車 庫 、 電 源 局 舎 、 消 防 車 庫 の 建

屋の屋 上、 20 30 年度 までに 導入し たエ プロ ン東側 未利用 地の 残り の用地 、滑走 路北

側の緑 地の一 部へ の設 置を想 定した 。  

これに より、 計 2 ,9 83 kW の太 陽光発 電設 備 を導入 し、蓄 電池 を導 入しな い場合 で

は現状 （2 02 2 年度 ） の空港 全体の 年間 電力 消費量約 11 4 万 kW h /年の 8 4 . 1%に 相

当する 9 6 万 kW h/年 の再生 可能エ ネル ギー を空港 で使用 する こと となり 、2 050 年

度まで に温室 効果 ガス 排出量 を 4 49 . 9 トン / 年（電 気使用 によ る 2 01 3 年 度排出 量比

及び現 状排出 量比 それ ぞれ 5 9%及 び 84% ） 削減す ること がで きる 。 
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表 3 . 3 . 1  太 陽光発 電 設備等 の導入 計画  

導 入 設 備  
（ 太 陽 光 発 電 設 備 ）  

実 施 主 体  実 施 時 期  
設 置 規 模  

2 0 3 0 年 度  
 

2 0 5 0 年 度  
( 累 計 )  

空 港 用 地 内 地 上 型  未 定  2 0 3 0 年 度  
5 1 5 k W  
0 . 8 2 h a  

2 , 8 1 7 k W  
4 . 6 5 h a  

建 物 屋 上 設 置 型  未 定  2 0 5 0 年 度  -  
1 6 6 k W  
0 . 2 8 h a  

合 計  未 定   -  
2 , 9 8 3 k W  

4 . 9 3 h a  
※ 上 記 の 施 策 の 実 施 の 有 無 や 事 業 主 体 は 、 今 後 導 入 前 の 詳 細 計 画 段 階 に お い て 検 討 を 行 う  

 

表 3 . 3 . 2  再 エネ電 力 の利用 見通し ( 蓄電池 なし)  

 2 0 3 0 年 度   2 0 5 0 年 度  

空 港 内 施 設  4 1 万 k W h  （ 4 0 . 8 ％ ）  9 6 万 k W h  （ 9 8 . 7 ％ ）  

※ （ ） 内 の 比 率 は 現 状 （ 2 0 2 2 年 度 ） の 電 気 使 用 量 に 占 め る 割 合 を 示 す  
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※ 図 中 水 色 ハ ッ チ ン グ で 囲 ん だ 用 地 は 大 館 能 代 空 港 へ の 再 エ ネ 供 給 を 想 定 す る エ リ ア で は な く 、 大 館 能 代 空 港 か ら 秋 田 空 港 へ の 再 エ ネ 供 給 を 行 う

場 合 に は パ ネ ル 配 置 が 想 定 で き る エ リ ア を 示 す  

図 3 . 3 . 1  2 03 0 年 度及 び 2 05 0 年 度まで の太 陽光パ ネル導 入計 画地  

※ 具 体 的 な 太 陽 光 パ ネ ル 設 置 箇 所 や パ ネ ル 配 置 、 送 電 方 法 な ど は 、 今 後 導 入 前 の 詳 細 計 画 段 階 に お い て 検 討 を 行 う こ と と し 、 太 陽 光 パ ネ ル や パ ワ

ー コ ン デ ィ シ ョ ナ ー 等 の 設 置 に あ た り 、 反 射 光 の 影 響 、 無 線 機 器 や 気 象 観 測 機 械 等 へ の 影 響 、 そ の 他 空 港 運 用 へ の 影 響 に つ い て 検 討 を 行 う 。  
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蓄電池の活用 

①  2 0 3 0 年度 までの 取組  
20 30 年度ま でに 導入 する太 陽光発 電設 備で は、日 中に発 電す る再 エネ電 力はす べ

て自家 消費さ れ余 剰電 力が発 生しな いた め、 蓄電池 は導入 しな い。  

 

②  2 0 5 0 年度 までの 取組  
20 50 年 度 頃 ま で の 太 陽 光 発 電 設 備 （ 2,9 8 3 kW ） の 導 入 に 合 わ せ て 、 5, 05 5kW h

の蓄電 池を導 入す るこ とを目 標とす る。  

これに より、 太陽 光発 電設備 のみを 導入 した 場合の 9 6 万 kW h/年 に対して 125 万

kWh/年 の 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー を 空 港 で 使 用 で き る こ と と な る 。 こ れ は 、 現 状

（2 02 2 年 度） の空港 全体の 年間電 力消 費量 約 1 1 4 万 kW h/ 年の 10 9 . 7%に 相当す

る。2 05 0 年 度ま でに 温室効 果ガス 排出 量 を 58 6 . 9 ト ン/年 （電 気使用 による 20 1 3

年度排 出量比 及び 現状 排出量 比それ ぞれ 77 %及び 11 0%） 削減す ること ができ る。  

 

表 3 . 3 . 3 蓄 電設 備等の 導入計 画  

取 組 内 容 ・ 導 入 設 備  実 施 主 体  実 施 時 期  
設 置 規 模  

2 0 3 0 年 度  2 0 5 0 年 度  

蓄 電 池 設 備  未 定  2 0 5 0 年 度  -  5 , 0 5 5 k W h  

※ 上 記 の 施 策 の 実 施 の 有 無 や 事 業 主 体 は 、 今 後 導 入 前 の 詳 細 計 画 段 階 に お い て 検 討 を 行 う 。  

 

表 3 . 3 . 4  太 陽光発 電 及び蓄 電設備 導入 によ る再エ ネ電力 の利 用見 通し  

 2 0 3 0 年 度   2 0 5 0 年 度  
蓄 電 池 の 導 入 有 無  な し  あ り  

空 港 内 施 設  4 1 万 k W h  （ 4 0 . 8 ％ ）  1 2 5 万 k W h  （ 1 0 9 . 7 % ）  

※ （ ） 内 の 比 率 は 現 状 （ 2 0 2 2 年 度 ） の 電 気 使 用 量 に 占 め る 割 合 を 示 す  
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秋田空港の脱炭素化への寄与（空港間連携）（参考） 

秋田 空港 にお いて 、2 05 0 年 度 まで に想 定 され る空 港施 設お よび 空港 車両 の脱 炭素
化の施 策をす べて 実施 し、さ らに秋 田空 港内 への太 陽光発 電設 備及 び蓄電 池を導 入し
た場 合で も、 20 5 0 年 度の 目標 とす るカ ーボ ンニ ュー トラ ルは 実現 でき ない 見込 みで
ある。 カーボ ンニ ュー トラル を実現 する ため には、 さらに 1, 0 53 . 4 トン /年の 温室 効
果ガス 排出量 の削 減が 必要で ある。  

こ れ に 対 し て 、 大 館 能 代 空 港 の 未 利 用 地 （ 滑 走 路 北 側 の 緑 地 で 、 大 館 能 代 空 港 へ
の再エ ネ導入 とし て使 わない 範囲） を活 用し て太陽 光発電 設備 を設 置した 場合に は、
32 7 万 kW h の再 生可 能エネ ルギー が供 給可 能であ る。こ れを 全量 秋田空 港で活 用す
る場合 には、 温室 効果 ガス 1 ,5 4 0 . 0 トン /年 の削減 余地が あり 、空 港間連 携は秋 田空
港のカ ーボン ニュ ート ラル実 現のた めの 方策 のひと つであ る。 なお 、こう した空 港間
連携の 実現に 向け ては 、事業 主体、 導ス キー ム、連 携系統 のあ り方 等につ いて詳 細検
討する 必要が ある 。  
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3.4  航空機に係る取組（参考） 

駐機中 

①  現状  
本空港 におい ては 、全 日本空 輸が地 上走 行 式 G PU を 1 台 、移動 式 G PU を 1 台 保

有して いる。 ただ し、 航空機 の A P U 故 障な どのイ レギュ ラー ケー スを除 き、通 常は

AP U を 通じ て航空 機 への電 力等の 供給 が行 われて いる。  

20 1 3 年度 及び 現状（ 20 2 2 年度 ）に おける 駐機中 の航空 機か らの 温室効 果ガス 排

出量は 、それ ぞれ 18 4 .4 トン/ 年及び 2 59 .7 トン/年 であ る。  

 

②  今後の 取組  
将 来 航 空 需 要 が 増 え れ ば 、 こ れ に 連 動 し て 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 が 増 加 す る 。 こ の

ため、 温室効 果ガ ス排 出削減 を実現 でき るよ う、協 議会に おいて G PU の 活用 に向け

た 検 討 を 行 い 、 本 空 港 就 航 便 の 駐 機 中 航 空 機 か ら の 排 出 削 減 を 目 指 す こ と と す る 。

また 、C O 2 削 減 効果 がよ り大 きく 、再 エネ 発電 の電 力の 利用 も想 定で きる バッ テリ

ー式 G P U に関 する 情 報収集 ・周知 など を行 ってい くこと とす る。  

 

地上走行中 

①  現状  
本空港 におい ては 、平 行誘導 路はな く、 取付 誘導路 が整備 され てい る。2 01 3 年 度

および 現状（ 2 02 2 年 度）に おける 地上 走行 中航空 機から の温 室効 果ガス 排出量 は、

それぞ れ 4 80 . 7 トン / 年及び 66 5 . 3 トン/ 年 である 。  

 

②  今後の 取組  
将 来 航 空 需 要 が 増 え れ ば 、 こ れ に 連 動 し て 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 が 増 加 す る 。 こ の

た め 、 航 空 機 の 運 用 に お け る 施 策 （ た と え ば 、 運 航 条 件 に 合 致 し た 場 合 に 着 陸 後 に

片方 のエ ンジ ンを 止め て 1 つの エン ジン パ ワー を使 って 地上 走行 し、 温室 効果 ガス

排出を 抑制す る「 O n e  E n g i n e  Ta x i  I n」 な どの取 組）や 、航 空機 の S AF 利用環 境

の 整 備 な ど に よ り 地 上 走 行 中 航 空 機 か ら の 排 出 削 減 を 図 る 。 ま た 、 将 来 的 に 滑 走 路

処 理 能 力 の 向 上 が 必 要 と な っ た 場 合 に は 、 空 港 基 本 施 設 の 整 備 検 討 時 に 、 あ わ せ て

温室効 果ガス 排出 削減 効果に ついて も詳 細把 握する ことと する 。  
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3.5  横断的な取組 

エネルギーマネジメント 

具 体 的 な 太 陽 電 池 パ ネ ル の 設 置 場 所 お よ び 供 給 先 は 、 今 後 の 詳 細 計 画 段 階 で 検 討

す る 必 要 が あ る 。 ま た 、 空 港 全 体 の 電 力 需 給 を マ ネ ジ メ ン ト す る た め に エ ネ ル ギ ー

マネジ メント シス テム の導入 を検討 し、 需給 バラン ス調整 を目 指す 。 

 

地域連携・レジリエンス強化 

本 空 港 に お い て 太 陽 光 発 電 設 備 を 導 入 す る こ と に よ り 、 以 下 の 観 点 で 地 域 連 携 や

レジリ エンス 強化 を図 ること を目指 す。  

 

表 3 . 5 . 1  地域連 携・ レジリ エンス 強化 の取 組の方 向性  

再 エ ネ 余 剰 電 力 の

活用  

県 有 施 設 に お け る 再 エ ネ 導 入 計 画 の 実 現 に 資 す る よ

う 、 空 港 で の 必 要 電 力 需 要 を 上 回 る 規 模 の 太 陽 光 発 電 設

備 が 導 入 さ れ て 余 剰 電 力 が 恒 常 的 に 発 生 す る 場 合 で は 、

県有施 設への 電力 供給 可能性 につい て検 討を 行う。  

災 害 時 の 再 エ ネ 活

用 

現 状 で は 系 統 電 源 が 停 電 と な っ た 場 合 に は 非 常 用 発 電

機 に よ る 対 応 と な る が 、 非 常 時 に 系 統 電 源 と は 別 の 再 エ

ネ 発 電 に よ り 空 港 の 運 用 に 必 要 な 電 力 を 賄 う こ と に よ

り、災 害時の 空港 のレ ジリエ ンス強 化を 図る 。 

災 害 に よ る 停 電 時 に 空 港 周 辺 に 立 地 す る 避 難 所 等 へ

EV 等 を 活 用 し て 再 エ ネ 発 電 の 電 力 を 供 給 す る こ と に つ

いて検 討を行 い、 地域 のレジ リエン ス強 化を 図る。  
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3.6  その他の取組 

空港アクセスに係る排出削減（参考） 

①  現状  
本空港 では、 約 11 0 人の従 業員が 空港 内で 働いて おり、 その アク セス分 担率は 、乗

用車 1 0 0%とな って い る。  

また 、約 14 . 8 万 人 の旅 客が 空港 を利 用 し てお り、 その アク セ ス 分担 率は 、国 内線

ではバ ス利 用 1 0. 7% 、乗用 車・レ ンタ カー ・タク シー等 利用 89 . 3%とな って いる。  

本空港 は、 36 6 台 分の 駐車場 を有し てい る。  

20 13 年 度及 び現状 （ 20 22 年 度） におけ る 空港ア クセス から の温 室効果 ガス排 出量

は、そ れぞ れ 6 98 .2 トン/年 及び 79 2 . 7 ト ン/年で ある 。  

 

表 3 . 6 . 1 空 港ア クセス に係る 温室効 果ガ ス排 出量  

ア ク セ ス に 係 る 排 出 量  2 0 1 3 年 度  2 0 2 2 年 度  

年 間 旅 客 数  
バ ス 利 用 者  約 1 . 7  万 人  約 1 . 6  万 人  

乗 用 車 利 用 者  約 1 0 . 0  万 人  約 1 3 . 4  万 人  
合 計  約 1 1 . 7  万 人  約 1 5 . 0  万 人  

旅 客 の 空 港 ア ク セ ス
か ら の 排 出 量  

バ ス  3 6 . 7  ト ン  4 3 . 8  ト ン  

乗 用 車  5 6 9 . 0  ト ン  6 6 2 . 9  ト ン  

合 計  6 0 5 . 7  ト ン  7 0 6 . 7  ト ン  

従 業 者 に よ る 移 動  
（ 回 / 年 ）  

バ ス 利 用 者  ０  万 回  ０  万 回  

乗 用 車 利 用 者  約 3 . 0  万 回  約 3 . 0  万 回  
合 計  約 3 . 0  万 回  約 3 . 0  万 回  

従 業 者 の 空 港 ア ク セ
ス か ら の 排 出 量  

バ ス  0 . 0  ト ン  0 . 0  ト ン  

乗 用 車  9 2 . 5  ト ン  8 6 . 0  ト ン  

合 計  9 2 . 5  ト ン  8 6 . 0  ト ン  

旅 客 、 従 業 者 に よ る ア ク セ ス か ら の 排 出 量 総 計  6 9 8 . 2  ト ン  7 9 2 . 7  ト ン  
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②  今後の 取組  
今 後 は 協 議 会 な ど に お い て 、 旅 客 や 空 港 従 事 者 へ 空 港 ア ク セ ス の よ り 低 排 出 の 交

通手段 への利 用転 換を 図るよ うな意 識醸 成の 働きか けを行 う。  

また、 空港車 両の E V 化・FC V 化 の検 討に 合わせ 、空港 従業 者や 旅客、 その他 空

港利用 者が利 用可 能 な EV 用の 充電設 備や 、FCV 用の 水素ス テ ーショ ンの設 置を 検

討 し 、 乗 用 車 利 用 者 が 低 排 出 の EV 、 F C V を 利 用 し や す い 環 境 整 備 を 目 指 す こ と と

する。  

 

 
出 典 ： 大 館 能 代 空 港 タ ー ミ ナ ル ビ ル 株 式 会 社 ホ ー ム ペ ー ジ  

図 3 . 6 . 1  駐 車場の 場 所（現 状）  

 

 
注 ： 旅 客 は 「 航 空 旅 客 動 態 調 査 」 、 従 業 者 は 協 議 会 で 実 施 し た ア ン ケ ー ト に 基 づ く 。  

図 3 . 6 . 2  空 港内従 業 員及び 一般旅 客の アク セス分 担率（ 現状 ）  
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工事・維持管理での取組 

工事 ・維 持管 理 に関 し て特 筆す べき 取 組は 実 施さ れて いな い 。空 港 の整 備に つい

て、I C T 施 工や低 炭素 の材料 及び建 設機 械を 用いた 施工を 実施 する 。また 、空港 の

維持 工事 にお い て、 維 持管 理の 効率 化 に取 り 組む 。こ れに よ り、 温 室効 果ガ ス排 出

量を削 減する 。  

 

クレジットの創出 

クレ ジッ トに 関 して 特 筆す べき 取組 は 実施 さ れて いな い。 太 陽光 発 電に より 空港

での 自家 消費 を 上回 る 余剰 電力 が想 定 され る 場合 には 、空 港 以外 で の脱 炭素 化促 進

に貢献 できる よう 、ク レジッ トの創 出を 検討 する。  

 

意識醸成・啓発活動等 

空港 脱炭 素化 に 向け て は、 協議 会構 成 員を 含 む空 港関 係者 全 体が 脱 炭素 化の 意義

や目的 を理解 し、 一丸 となっ て取り 組ん でい くこと が必要 とな る。  

空港 事業 者に 対 する 意 識醸 成の 取組 と して は 、空 港脱 炭素 化 推進 協 議会 を適 宜開

催し 、毎 年度 の 温室 効 果ガ ス排 出量 の 確認 や 、構 成員 の日 常 的な 省 エネ ・環 境配 慮

行 動 （ 電 力 等 エ ネ ル ギ ー 使 用 量 削 減 な ど ） の 取 組 の 成 果 を 確 認 す る と と も に 、

20 50 年 度 のカ ー ボ ン ニュ ー ト ラル の 達 成に 向け た 課 題を 共 有 し、 さら な る 取組 を

積極的 に進め るこ とと する。  

空港 利用 者に 対 して も 、空 港に おけ る 各種 脱 炭素 化施 策に つ いて 積 極的 な情 報発

信を行 うとと もに 、空 港イベ ント等 にお いて 環境学 習の場 を提 供す る。  

さら には 、周 辺 自治 体 や他 空港 と連 携 し、 温 室効 果ガ ス削 減 のた め の意 識醸 成に

努める 。  

 

環境価値の購入 

省エ ネ ・再 エ ネの 各 施 策の 取 組を 行 って も 大 館能 代 空港 に おい て 設 定し た 20 30

年度削 減目標 値、 また は 20 50 年 度カー ボン ニュー トラル の目 標達 成が困 難であ る

場合 には 、削 減 方策 の ひと つと して 排 出係 数 「０ 」の グリ ー ン電 力 等の 購入 を検 討

する。  
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3.7  ロードマップ 

  3 . 1 から 3. 6 に 記 載した 取組毎 に、 実施 時期を ロード マッ プと して示 す。  

 

表 3 . 7 . 1  大館能 代空 港脱炭 素化に 係る ロー ドマッ プ -1  

項 目  取 組 内 容  2 0 2 4 年 度  2 0 2 5 年 度  ～ 2 0 3 0 年 度  ～ 2 0 5 0 年 度  

空 港 施 設  旅 客 タ ー ミ ナ ル ビ ル  

 

    

 貨 物 取 扱 施 設  

 
    

 庁 舎  

 
    

 電 源 局 舎 等  

 

    

 航 空 灯 火 L E D 化  

 

    

空 港 車 両  一 般 車 両 電 動 車 化  

 

G S E 電 動 車 化  

 

    

 バ イ オ 燃 料 導 入  

 
    

  

L E D 化  

L E D 化  

導 入 可 能 性 検 討 ( 公 用 車 )  導 入 開 始 （ 公 用 車 ）  導 入 拡 大  

導 入 可 能 性 検 討  実 証 等  導 入 開 始  車 種 拡 大  

導 入 可 能 性 検 討 ( 充 電 設 備 )  充 電 設 備 導 入  再 エ ネ 活 用  

導 入 可 能 性 検 討 ( 充 電 設 備 )  実 証 等  導 入  再 エ ネ 活 用  

導 入 可 能 性 検 討  実 証 等  利 用 開 始  利 用 拡 大  

調 査 等  実 証 / 整 備 導 入 / 運 用  凡 例 ：  

省 エ ネ ル ギ ー 運 用  順 次 、 高 効 率 設 備 等 へ の 更 新  

L E D 化  
省 エ ネ ル ギ ー 運 用  順 次 、 高 効 率 設 備 等 へ の 更 新  

省 エ ネ ル ギ ー 運 用  
省 エ ネ ル ギ ー 運 用  順 次 、 高 効 率 設 備 等 へ の 更 新  

省 エ ネ ル ギ ー 運 用  
順 次 、 高 効 率 設 備 等 へ の 更 新  
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表  3 . 7 . 2  大館能 代空 港脱炭 素化に 係る ロー ドマッ プ -2  

項 目  取 組 内 容  2 0 2 4 年 度  2 0 2 5 年 度  ～ 2 0 3 0 年 度  ～ 2 0 5 0 年 度  

再 生 可 能  

エ ネ ル ギ ー  

太 陽 光 発 電 設 備 導 入  

 

蓄 電 設 備 等 の 導 入  

 

    

航 空 機  駐 機 中 航 空 機 の 排 出

削 減  
  

 

  

地 上 走 行 中 航 空 機 の

排 出 削 減  
    

横 断 取 組  エ ネ ル ギ ー マ ネ ジ メ

ン ト  

    

 地 域 連 携 ・ レ ジ リ エ

ン ス 強 化  

    

そ の 他  空 港 ア ク セ ス  

 
    

 吸 収 源 対 策  

 
    

 工 事 ・ 維 持 管 理 で の

取 組  
    

 ク レ ジ ッ ト 創 出  

 
    

 意 識 醸 成 ・ 啓 発 活 動  

 

    

 

 

関 係 者 協 議 ・ 施 策 検 討  

詳 細 検 討  整 備  運 用  

詳 細 検 討  整 備  運 用  

順 次 、 施 策 を 実 施  

関 係 者 協 議 ・ 施 策 検 討  
順 次 、 施 策 を 実 施  

関 係 者 協 議 ・ 詳 細 検 討  整 備  運 用  

運 用 に 関 す る 関 係 者 協 議  A P U 利 用 の 抑 制 策 の 運 用  

電 動 G P U の 導 入 可 能 性 検 討  運 用  再 エ ネ 活 用  

関 係 者 協 議  
走 行 中 航 空 機 か ら の 排 出 抑 制 策 の 運 用  

関 係 者 協 議 ・ 施 策 検 討  
順 次 、 施 策 を 実 施  

（ 余 剰 の 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー が 生 じ る 場 合 に お い て 検 討 ・ 協 議 ）  

関 係 者 協 議 ・ 施 策 検 討  
順 次 、 施 策 を 実 施  

調 査 等  実 証 / 整 備 導 入 / 運 用  凡 例 ：  

詳 細 検 討  整 備  運 用  



 

別紙-1 

（別紙１）温室効果ガスの排出量及び削減量等の算出方法 

 

温室効 果ガス 排出 量の 算定方 法  

（表 2 .2 . 1 ,表 2 . 2 .2  空港の 施設及 び空 港車 両等か らの温 室効 果ガ ス排出 量 の 考え 方）  

①  空港建 築施設  

エネル ギー使 用量 の把 握方法  
協 議 会 構 成 員 を 対 象 に 実 施 し た ア ン ケ ー ト に よ り 、 電 力 を 系 統 か ら 受 電 し て い る

事業者 から、 2 01 3 年 度、2 02 2 年度 の空 港 建築施 設のエ ネル ギー 使用量 （電気 、ガ

ス 、 灯 油 ） の デ ー タ を 収 集 し た 。 な お 、 デ ー タ 保 存 期 間 が 過 ぎ て い る 等 の 理 由 に よ

り 2 01 3 年 度 デ ー タ が 得 ら れ な い 場 合 に は 、 デ ー タ が 得 ら れ る 最 も 古 い 年 度 の デ ー

タで代 替した 。  

 

温室効 果ガス 排出 量の 算定方 法  
ア ン ケ ー ト で 把 握 し た 空 港 建 築 施 設 の エ ネ ル ギ ー 使 用 量 （ 電 気 、 ガ ス 、 軽 油 、 灯

油）に 、各エ ネル ギー の CO 2 排出 係数 を乗 じるこ とによ り温 室効 果ガス 排出量 を算

定した 。  

温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 ( ト ン )  

= 空 港 建 築 施 設 に お け る エ ネ ル ギ ー 使 用 量 ( k W h 、 ㎥ 、 ℓ )  

× 排 出 係 数 ( ト ン C O 2 / k W h 、 ㎥ 、 ℓ )  

 

使用し た排出 係数 は以 下のと おりで ある 。  

エネル ギー  C O2 排出係 数  備考  

電気（ 20 1 3 年度 ）  0 . 58 9  kg - C O2/ kW h  東北電 力 2 01 3 年 度実 績 

電気（ 20 2 2 年度 ）  0 . 47 1  kg - C O2/ kW h  東北電 力 2 02 2 年 度実 績 

電気（ 20 30 、2 0 50 年 度）  0 . 47 1  kg - C O2/ kW h  東北電 力 2 02 2 年 度実 績 

液化石 油ガス  6 . 00  kg - C O2/ ㎥   

軽油  2 . 58  kg - C O2/ ℓ   

灯油  2 . 49  kg - C O2/ ℓ   
資 料 ： 「 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 算 定 ・ 報 告 ・ 公 表 制 度  算 定 方 法 ・ 排 出 係 数 一 覧 」 （ 環 境 省 H P ） 、  

「 プ ロ パ ン 、 ブ タ ン 、 L P ガ ス の C O 2 排 出 原 単 位 に 係 る ガ イ ド ラ イ ン 」 （ 日 本 L P ガ ス 協 会 ）  

 

アン ケ ート によ れ ば空 港内 事 業者 はい ず れも 東北 電 力か ら受 電/ 契 約し て いる こと

か ら 東 北 電 力 の 排 出 係 数 （ 調 整 後 排 出 係 数 の 残 差 値 ） を 使 用 し た 。 将 来 （ 2030 、

20 50 年 度 ） の 電 力 会 社 に つ い て は 、 現 状 （ 20 22 年 度 時 点 ） か ら の 契 約 / 受 電 が 継

続 す る と の 前 提 で 東 北 電 力 と し て い る 。 将 来 の 排 出 量 算 定 に 使 用 す る 最 新 の 排 出 係
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数は 2 02 2 年 度実 績値 である ことか ら、 現状 （2 02 2 年度 ）の 排出 量と将 来の排 出量

では、 算定に あた り同 じ排出 係数を 使用 して いる。  

 

②  航空灯 火  

エネル ギー使 用量 の把 握方法  
空港管 理事務 所へ のア ンケー トによ り、 20 1 3 年 度、 20 2 2 年 の航 空灯火 に使用 さ

れ た 電 気 使 用 量 デ ー タ を 収 集 し た 。 な お 、 デ ー タ 保 存 期 間 が 過 ぎ て い る 等 の 理 由 に

よ り 2 01 3 年 度 デ ー タ が 得 ら れ な い 場 合 に は 、 デ ー タ が 得 ら れ る 最 も 古 い 年 度 の デ

ータで 代替し た。  

 

温室効 果ガス 排出 量の 算定方 法  
把握し た航空 灯火 に使 用され た電気 使用 量に 、電気の C O2 排 出係 数を乗 じるこ と

により 、航空 灯火 から の温室 効果ガ ス排 出量 を算定 した。  

温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 ( ト ン )  

= 航 空 灯 火 に よ る 電 気 使 用 量 ( k W h ) × 排 出 係 数 ( ト ン C O 2 / k W h )  

 

③  空港車 両  

エネル ギー使 用量 の把 握方法  
アンケ ートに より 、空 港で使 用する 車両 を保 有して いる事 業者 から 、2 01 3 年度 、

20 22 年度の 空港 車両 のエネ ルギー 使用 量（ ガソリ ン、軽 油） のデ ータを 、車種 別に

収 集 し た 。 な お 、 デ ー タ 保 存 期 間 が 過 ぎ て い る 等 に よ り 2 01 3 年 度 の デ ー タ が 得 ら

れない 場合に は、 デー タが得 られる 最も 古い 年度の データ で代 替し た。  

 

温室効 果ガス 排出 量の 算定方 法  
ア ン ケ ー ト で 把 握 し た 空 港 車 両 の エ ネ ル ギ ー 使 用 量 （ ガ ソ リ ン 、 軽 油 ） に 、 各 エ

ネルギ ーの C O2 排出 係数を 乗じる こと によ り温室 効果ガ ス排 出量 を算定 した。  

温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 ( ト ン )  

= 空 港 車 両 に よ る エ ネ ル ギ ー 電 気 使 用 量 ( ℓ ) × 排 出 係 数 ( ト ン C O 2 / ℓ )  

 

使用し た排出 係数 は以 下のと おりで ある 。  

 

エネル ギー  C O2 排出係 数  

ガソリ ン  2 . 32  kg - C O2/ ℓ  

軽油  2 . 58  kg - C O2/ ℓ  
資 料 ： 「 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 算 定 ・ 報 告 ・ 公 表 制 度  算 定 方 法 ・ 排 出 係 数 一 覧 」 （ 環 境 省 H P ） 
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④  航空機 （参考 ）  

駐機中 航空機 から の温 室効果 ガス排 出量 の算 定方法  
統 計 資 料 （ 機 材 別 の 年 間 発 着 回 数 ） や 時 刻 表 （ 航 空 機 の 駐 機 時 間 ） お よ び ア ン ケ

ートで 得られ た機 材別 の GP U 使用 率を 用い て、以 下のフ ロー のと おり排 出量の 算定

を行っ た。  

 
 

機材別 の A P U の 燃料 消費率 は、 AC I（ 国際 空港評 議会） の空 港カ ーボン 認証制 度

におけ る排出 量算 定ツ ール（ AC ER T） に収 録され た航空 機デ ータ を参照 した。  

■駐機中航空機からの排出量の算出

機材別 電源等供給時間 （分/回）【A】
（アンケート、時刻表 等）

機材別 GPU使用便比率 （％）【B】
（アンケート）

機材別平均GPU使用時間（分/回）【D】
D＝B×（A-C）

APU最小使用時間 （分/回）【C】

機材別平均APU使用時間（分/回）【E】
E＝A-D

機材別 年間出発回数 （回/年）【F】
（OAG時刻表）

機材別年間GPU使用時間（分/年）【G】
G－D×F

機材別 APUの燃料総比率（ℓ/分）【H】
（ACI資料）

機材別 燃料消費量（ℓ/年）【I】
I＝G×H

燃料消費量合計（ℓ/年）【J】
J＝ΣI

ジェット燃料の排出係数（CO2-kg/ℓ）
【K】（環境省資料）

APUの場合でのCO2排出量（CO2-kg/年）
【L】L＝J×K

GPUのCO2排出削減効果（％）
【M】（公表資料等）

GPUの場合でのCO2排出量（CO2-kg/年）
【N】N＝L×M

機材別年間APU使用時間（分/年）【O】
O－E×F

機材別 燃料消費量（ℓ/年）【P】
P＝O×H

燃料消費量合計（ℓ/年）【Q】
Q＝ΣP

APUによるCO2排出量（CO2-kg/年）
【R】R＝Q×K

駐機中航空機からのCO2排出量
（CO2-kg/年）【S】

S＝N+R
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GP U を使 用し た場合 につい ては、 まず A P U を使 用した 場合 での 排出量 を算定 し

たうえ で、G P U 製 造 企業等 の公表 資料 より 得た AP U と比較 した 場合の G PU の温室

効果ガ ス削減 率を 乗じ ること により 、排 出量 を算定 した。  

 

温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 ( ト ン ) = ① A P U に よ る 排 出 量 ( ト ン ) ＋ ② G P U に よ る 排 出 量 ( ト ン )  

 

① A P U に よ る 排 出 量 ( ト ン ) = A P U 稼 働 時 間 （ 分 / 年 ）  

× A P U の 燃 料 消 費 率 （ ℓ / 分 ）  

× ジ ェ ッ ト 燃 料 の 排 出 係 数 ( ト ン C O 2 / ℓ )  

② G P U に よ る 排 出 量 ( ト ン ) = G P U 稼 働 時 間 （ 分 / 年 ）  

× A P U の 燃 料 消 費 率 （ ℓ / 分 ） × G P U の 排 出 削 減 効 果 ( ％ )  

× ジ ェ ッ ト 燃 料 の 排 出 係 数 ( ト ン C O 2 / ℓ )  
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地上走 行中航 空機 から の温室 効果ガ ス排 出量 の算定 方法  
空 港 図 面 よ り 代 表 的 な 地 上 走 行 経 路 に お け る 走 行 距 離 、 走 行 時 間 を 算 出 し 、 以 下

のフロ ーのと おり 排出 量の算 定を行 った 。  

 

 
 

地 上 走 行 1 分 あ た り の 機 材 別 の 燃 料 消 費 率 は 、 AC I （ 国 際 空 港 評 議 会 ） の 空 港 カ

ー ボ ン 認 証 制 度 に お ける 排 出 量 算 定 ツ ー ル （ACE RT ） に 収 録 さ れ た 航 空 機 デ ー タ を

参照し た。  

温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 ( ト ン ) = 航 空 機 の 地 上 走 行 時 間 ( 分 / 年 )  

× 走 行 時 の 燃 料 消 費 率 （ ℓ / 分 ）  

× ジ ェ ッ ト 燃 料 の 排 出 係 数 ( ト ン C O 2 / ℓ )  

 

 

  

■地上走行中航空機からの排出量の算出

機材別排出量を合算

地上走行所要時間
(到着時＋出発時)

(図面より計測)

地上走行時の
機材別燃料消費率

(ACI資料)

地上走行時の機材別
年間燃料消費量

機材別年間着陸回数
(各年時刻表)

ジェット燃料の
CO2排出係数

(環境省)

地上走行時の機材別
年間CO2排出量

地上走行時航空機の
年間CO2排出量
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⑤  空港ア クセス （参 考）  

温室効 果ガス 排出 量の 算定方 法  
空港ア クセス によ る温 室効果 ガス排 出量 は、 旅客、 空港従 業員 別に 算定し た。  

旅 客 に よ る 排 出 量 は 、 以 下 の フ ロ ー に 示 す と お り 、 統 計 資 料 に よ る 乗 降 客 数 を 算

出 対 象 と し 、 旅 客 の 発 着 地 分 布 状 況 と 空 港 と の よ り 関 係 を 基 に 平 均 的 な 移 動 距 離 を

求め 、交 通手 段（ バス 系、 乗用 車系 の 2 分 類） の排 出原 単位 を乗 じる こと で算 定し

た。  

国内線 旅客  国際線 旅客  

 

温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 ( ト ン ) = 交 通 手 段 別 輸 送 量 （ 人 キ ロ ）  

× 交 通 手 段 別 排 出 原 単 位 ( ト ン C O 2 / 人 キ ロ )  

 

な お 、 交 通 手 段 別 輸 送 量 ( 人 キ ロ ) = 旅 客 数 ( 人 )  

× ア ク セ ス 手 段 比 率 ( % ) ※  

× 平 均 ア ク セ ス 距 離 ( k m ) ※  

※ 航 空 旅 客 動 態 調 査 に 基 づ く  

 

交通手 段別の 排出 原単 位は以 下のと おり であ る。  

 
 20 13 年度  20 19 年度  20 22 年度  単位  

自家用 自動車  14 7  13 0  12 8  
g -C O 2/ 人 km  

バス  56  57  71  
資 料 ： 「 運 輸 部 門 に よ る 二 酸 化 炭 素 排 出 量 」 （ 国 土 交 通 省 H P ）  

  

乗用車系

バス系

国内線乗降客数

〔人／年〕

（空港管理状況調書）

国内線旅客アクセスによ

る

CO2排出量

アクセス交通手段比率

（バス・乗用車）

〔航空旅客動態調査〕

交通手段別排出量原単位

〔g‐CO2/人km〕
〔国交省資料〕

平均アクセス距離

〔km／人〕

〔航空旅客動態調査〕

バス系輸送人キロ

（人・キロ）

乗用車系輸送人キロ

（人・キロ）

※出入国管理統計を用いて、

日本人・外国人の別に算出。

乗用車系

バス系

国際線乗降客数

〔人／年〕

（空港管理状況調書）

国際線旅客アクセスによ

る

CO2排出量

アクセス交通手段比率

（バス・乗用車）

〔国際航空旅客動態調
査〕

交通手段別排出量原単位

〔g‐CO2/人km〕
〔国交省資料〕

平均アクセス距離

〔km／人〕

〔航空旅客動態調査〕

バス系輸送人キロ

（人・キロ）

乗用車系輸送人キロ

（人・キロ）
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空 港 従 業 員 の 通 勤 ・ 帰 宅 に よ る 排 出 量 は 、 以 下 の フ ロ ー に 示 す 通 り 、 空 港 全 体 の

従業者 数を対 象と し、 通勤の 交通手 段の 排出 原単位 を乗じ るこ とで 算定し た。  

 

 
 

温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 ( ト ン ) = 交 通 手 段 別 輸 送 量 ( 人 キ ロ )  

× 交 通 手 段 別 排 出 原 単 位 ( ト ン C O 2 / 人 キ ロ )  

 

な お 、 交 通 手 段 別 輸 送 量 ( 人 キ ロ ) = 従 業 員 の 年 間 通 勤 ア ク セ ス 数 【 出 勤 + 帰 宅 】 ( 人 / 年 )  

× 通 勤 ア ク セ ス 手 段 比 率 ( % ) ※  

× 空 港 周 辺 市 町 村 か ら の 平 均 ア ク セ ス 距 離  

※ 協 議 会 ア ン ケ ー ト 調 査 に 基 づ く  

 

  

乗用車系

バス系

年間アクセス回数に換算

（出勤＋帰宅）

空港従業員のアクセスに

よる

CO2排出量

アクセス交通手段比率

（バス・乗用車）

〔アンケート調査〕

交通手段別排出量原単位

〔g‐CO2/人km〕
〔国交省資料〕

空港周辺市町村からの平

均アクセス距離〔km／

人〕

バス系輸送人キロ

（人・キロ）

乗用車系輸送人キロ

（人・キロ）

その他不定期的

な

空港従業員数〔人〕

（アンケート調査）
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温室効 果ガス 排出 削減 量の算 定方法  

①  空港建 築施設  

（表 3 .2 . 1  各施 設にお ける省 エネ化 の実 施主 体及び 実施時 期等 （施 策案）  の考 え方 ）  

本 空 港 に お い て 、 今 後 空 港 建 築 施 設 の 増 築 等 の 計 画 は 現 時 点 で な い こ と か ら 、 今

後 全 く 脱 炭 素 化 施 策 を 実 施 し な い 場 合 の 2 0 30 年 度 、 20 5 0 年 度 の 排 出 量 は 、 現 状

（2 02 2 年 度）と 同値 と想定 した。  

アンケ ートで 得た 各施 設の設 備等の 状況 から 、現状 （2 02 2 年 度） 以降に 導入可 能

性 の あ る 省 エ ネ 施 策 を 施 設 ご と に 抽 出 し 、 機 器 の 更 新 計 画 な ど に 関 す る 事 業 者 ヒ ア

リング 等を踏 まえ て、 20 30 年度 、2 05 0 年 度の取 組施策 を設 定し た。  

こ れ ら の 取 組 施 策 に つ い て 、 「 空 港 脱 炭 素 化 事 業 推 進 の た め の マ ニ ュ ア ル ［ 空 港

建築施 設編］ 初版 」に 記載の 施策ご との C O 2 削減効 果を 参照し て 、省エ ネ施策 の対

象 面 積 等 を 乗 じ る こ と に よ り 温 室 効 果 ガ ス 削 減 量 を 算 定 し た 。 ま た マ ニ ュ ア ル 記 載

外の取 組施策 につ いて は、類 似事例 等に 基づ き削減 効果を 算定 した 。 

「 脱 炭 素 化 施 策 を 実 施 し な い 場 合 の 排 出 量 」 か ら 、 「 施 策 実 施 に よ る 削 減 量 」 を

差し引 くこと によ り、 20 3 0 年 度、2 0 5 0 年 度に見 込まれ る温 室効 果ガス 排出量 を算

定した 。  

 

① 脱 炭 素 化 施 策 を 実 施 し な い 場 合 の 将 来 排 出 量 ( ト ン ) = 現 状 （ 2 0 2 2 年 度 ） の 排 出 量 ( ト ン )  

 

② 脱 炭 素 化 施 策 に よ る 削 減 量 ( ト ン ) = 施 策 に よ る 削 減 効 果 （ ト ン C O 2 / ㎡ ） ※  

                 × 対 象 面 積 （ ㎡ ）  

            ※ 「 空 港 脱 炭 素 化 事 業 推 進 の た め の マ ニ ュ ア ル ［ 空 港 建 築 施 設 編 ］ 初 版 」 参 照  

 

③ 将 来 の 排 出 量 ( ト ン ) = ① 脱 炭 素 化 施 策 を 実 施 し な い 場 合 の 将 来 排 出 量 ( ト ン )  

           － ② 脱 炭 素 化 施 策 に よ る 削 減 量 ( ト ン )  
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②  航空灯 火  

（表 3 .1 . 4  航空 灯火か らの温 室効果 ガス 排出 量・削 減量 の考 え方 ） 

アンケ ートで 得ら れた 航空灯 火の LED 化に よる消 費電力 削減 効果 効果（ 削減率 ）

を用 いて 、LED 化 完 了後 に見 込ま れ る年 間 電気 使用 量を 推 計し 、 排出 係数 を乗 じる

ことで LED 化後 の航 空灯火 からの 温室 効果 ガス排 出量を 算定 し、 LED 化前の 排出

量との 差分か ら LED 化によ る温室 効果 ガス 削減量 を把握 した 。  

 
 

L E D 化 後 の 灯 火 か ら の 排 出 量 ( ト ン ) = ① L E D 化 後 の 電 気 使 用 量 ( k W h )  

× 将 来 の 排 出 係 数 ( ト ン C O 2 / k W h )  

 

① L E D 化 後 の 電 気 使 用 量 ( k W h ) = L E D 化 前 の 電 気 使 用 量 ( k W h )  

- ② L E D 化 に よ る 削 減 量 ( k W h )  

② L E D 化 に よ る 削 減 量 ( k W h )  = L E D 化 前 の 電 気 使 用 量 ( k W h )  

× L E D 化 に よ る 消 費 電 力 削 減 効 果 ( % )  

  

◇実績排出量 ◇将来排出量

灯火電気使用量
(アンケート)

【A】

灯火からの
排出量実績値【C】

C＝A×B

LED化による
消費電力削減効果

(アンケート)

【E】

LED化による電気
使用の削減量【F】

F＝D×E

LED化前
灯火電気使用量

(アンケート)

【D】

LED化後の
灯火電気使用量

【G】
G＝D-F

将来の
CO2排出係数

【H】

将来の灯火からの
CO2排出量

【I】
I＝G×H

各年度
CO2排出係数

【B】
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③  空港車 両  

（表 3 .2 . 3  空港 車両か らの温 室効果 ガス 排出 量・削 減量 の考 え方 ） 

空港車 両は将 来も 現状 （2 02 2 年度 ）と 同じ 台数、 燃料使 用量 であ るとの 前提を お

い た 。 こ の た め 、 今 後 全 く 脱 炭 素 化 の た め の 施 策 を 何 も 実 施 し な い 場 合 の 2 03 0 年

度、2 05 0 年度の 排出 量は、 現状と 同値 と想 定した 。  

以 下 に 示 す 空 港 内 車 両 保 有 事 業 者 等 の 上 位 組 織 が 策 定 し た 脱 炭 素 化 計 画 等 を 参 照

し、当 空港に おけ る 2 03 0 年度 、2 0 50 年 度 の空港 車両の 脱炭 素化 のため の取組 導入

の シ ナ リ オ を 想 定 し 、 事 業 者 ヒ ア リ ン グ を 踏 ま え て 電 動 車 化 を 行 う 車 種 や 台 数 、 バ

イオ燃 料の導 入率 を設 定した 。  

東京航 空局  政府実 行計画  

空港管 理事務 所  秋田県 庁第 5 次 環境保 全率先 実行計 画（ 第五 次）  

航空会 社  統合報 告書、 その 他公 表資料  
 
20 30 年度に つい ては 、上記 により 電動 車化 を行う と想定 した 車種 が排出 した温 室

効 果 ガ ス 排 出 量 （ 車 種 別 燃 料 使 用 実 績 に 基 づ く ） に 対 し て 、 電 動 車 化 に よ る 温 室 効

果 ガ ス 排 出 削 減 効 果 （ 一 般 車 両 （ ガ ソ リ ン 車 ・ デ ィ ー ゼ ル 車 ） で は ハ イ ブ リ ッ ド 化

した場 合に 5 0％ の排 出され る）を 加味 する ことで 、電動 車化 によ る温室 効果ガ ス削

減 量 を 算 定 し た 。 バ イ オ 燃 料 の 使 用 に よ る 排 出 削 減 効 果 に つ い て は 、 混 合 率 1 00 ％

の B1 00 燃料を 使用 するこ とを想 定し 、既 存燃料 と比較 した 場合 に排出 量を 1 0 0％

削減で きるも のと した 。 

脱 炭 素 化 施 策 を 実 施 し な い 場 合 の 排 出 量 か ら 、 施 策 実 施 に よ る 削 減 量 を 差 し 引 く

ことに より、 2 03 0 年 度に見 込まれ る温 室効 果ガス 排出量 を算 定し た。  

20 50 年度に つい ては 、電動 車には 再生 可能 エネル ギーを 使用 する ことと 想定し 、

車両か らの排 出量 は実 質ゼロ になる もの と想 定した 。  
 

① 脱 炭 素 化 施 策 を 実 施 し な い 場 合 の 将 来 排 出 量 ( ト ン ) = 現 状 （ 2 0 2 2 年 度 ） の 排 出 量 ( ト ン )  

【 2 0 3 0 年 度 の 削 減 量 ・ 排 出 量 】  

② 脱 炭 素 化 施 策 に よ る 削 減 量 ( ト ン ) = a 電 動 車 化 に よ る 削 減 量 ( ト ン )  

                 ＋ バ イ オ 燃 料 に よ る 削 減 量 ( ト ン )  

a 電 動 車 化 に よ る 削 減 量 ( ト ン ) = 電 動 化 想 定 車 種 の 燃 料 使 用 量 【 現 状 】 ( ℓ )  

               × 排 出 係 数 ( ト ン C O 2 / ℓ )  

                 × 電 動 車 化 に よ る 削 減 効 果 ( 5 0 % )  

b . バ イ オ 燃 料 に よ る 削 減 量 ( ト ン ) = 燃 料 使 用 量 （ ℓ ）  

× バ イ オ 燃 料 へ の 転 換 率 ( ％ ) × 削 減 効 果 （ 0 ）  

③ 2 0 3 0 年 度 の 排 出 量 ( ト ン ) = ① 脱 炭 素 化 施 策 を 実 施 し な い 場 合 の 将 来 排 出 量 ( ト ン )  

             － ② 脱 炭 素 化 施 策 に よ る 削 減 量 ( ト ン )  
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太陽光 発電設 備の 導入 による 温室効 果ガ ス排 出削減 効果の 算定 方法  
（表 3. 3 . 1 太陽光 発 電設備 等の導 入計 画、 表 3 .3 . 2 再 エネ電 力 の需要 見通し 、 表 3 .3 .3

蓄電 設 備 の導 入 計画 、 表 3 .3 .4 蓄 電 設備 の 導入 に よ る再 エ ネ電 力 の需 要 見 通し の考

え方）  

①  太陽光 発発電 設備 配置 の考え 方  

「 空 港 脱 炭 素 化 の た め の 事 業 推 進 の た め の マ ニ ュ ア ル （ 初 版 ） 」 （ 国 土 交 通 省 航

空 局 ） に 基 づ き 、 空 港 建 築 施 設 、 駐 車 場 、 空 港 用 地 を 検 討 範 囲 と し 、 空 港 管 理 者 へ

のヒア リング 等を 踏ま え、太 陽光発 電設 備の 配置を 検討し た。  

20 3 0 年度 及び 2 05 0 年度の 目標達 成の ため に、省 エネル ギー 施策 実施後 に必要 な

温 室 効 果 ガ ス 削 減 量 を 把 握 し 、 こ れ に 見 合 う 規 模 の 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー を 利 用 可 能

な太陽 光発電 設備 容量 を算定 し、 20 3 0 年 度 、2 05 0 年度に おけ る 太陽光 発電設 備の

配置場 所、面 積を 決定 した。  

 

②  発電電 力量の 算定 方法  

NEDO （ 新 エ ネ ル ギ ー ・ 産 業 技 術 開 発 機 構 ） の 日 射 量 デ ー タ ベ ー ス を 用 い て 、 当

該 地 点 に お け る 日 射 量 を 求 め 、 年 間 ・ 時 間 帯 別 の 発 電 電 力 量 を 算 定 し た 。 算 定 の 計

算式、 設定値 等は JI S  C 89 0 7 -2 00 5「 太陽 光発電 システ ムの 発電 電力量 推定方 法」

に準じ た。  

 
 

月間システム発電電力：EPm＝K×PAS×HAm／GS

月積算傾斜面日射量：HAm＝d×HS [kWh/m2･月]
d：月の日数
HS：月平均日積算傾斜面日射量 [kWh/m2･日]（NEDO日射量データベースより）
GS：標準試験条件における日射強度（通常＝1kW/m2）
K：月別総合設計係数＝基本設計係数K'×温度補正係数KPT

基本設計係数：K'＝KHD×KPD×KPM×KPA×ηINO（系統連系）
KHD＝ 0.97 日射量年変動補正係数
KPD＝ 0.95 経時変化補正係数　結晶系
KPM＝ 0.94 アレイ負荷整合補正係数（連系形 0.94,独立形 0.89,独立日射追従 0.91）
KPA＝ 0.97 アレイ回路補正係数
ηINO= 0.90 インバータ実効効率
K'= 0.756

温度補正係数：KPT＝1＋αPmax（TCR－25）／100
αPmax＝ -0.40 最大出力温度係数 [%/℃]（結晶系：-0.40～-0.50）

加重平均太陽電池モジュール温度：TCR＝TAV＋ΔT
TAV：月平均温度 [℃]（NEDO日射量データベースより）
ΔT= 18.4 加重平均太陽電池モジュール温度上昇 [℃]

（裏面開放 18.4　屋根置き 21.5　屋根一体 25.4　裏面密閉 28.0）
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③  温室効 果ガス 排出 削減 量の算 定方法  

当 該 空 港 に お い て 電 力 需 要 の 大 き い タ ー ミ ナ ル ビ ル 及 び 電 源 局 舎 に つ い て 、 年

間 ・ 時 間 帯 別 の 電 力 需 要 を 把 握 し 、 こ れ と 年 間 ・ 時 間 帯 別 の 太 陽 光 発 電 電 力 量 を 比

較 す る こ と に よ り 再 エ ネ 電 力 の 需 給 バ ラ ン ス を 把 握 し 、 再 エ ネ 自 家 消 費 量 （ 余 剰 電

力 を 除 く ） を 算 出 し た 。 再 エ ネ 自 家 消 費 量 に 電 力 の 排 出 係 数 を 乗 じ る こ と に よ り 、

再エネ 導入に よる 温室 効果ガ ス削減 量を 算定 した。  

再 エ ネ 導 入 に よ る 削 減 量 ( ト ン C O 2 ) = 再 エ ネ 自 家 消 費 量 ( k W h )  

× 将 来 の 排 出 係 数 ( ト ン C O 2 / k W h )  

 

④  蓄電池 の活用  

時間帯 別の 電力 需要 と 発電電 力量 に対 して 、 蓄電池 の容 量を 変え て 1 年間 分の 充

放 電 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン を 行 う こ と に よ り 効 率 的 な 蓄 電 地 容 量 を 設 定 し 、 蓄 電 池 を 活

用 し た 場 合 の 再 エ ネ 自 家 消 費 量 を 算 出 し た 。 こ れ に 電 力 の 排 出 係 数 を 乗 じ る こ と に

より、 蓄電池 を活 用し た場合 の温室 効果 ガス 削減量 を算定 した 。  

再 エ ネ 導 入 に よ る 削 減 量 【 蓄 電 池 あ り 】 ( ト ン C O 2 )  

= 蓄 電 池 導 入 後 の 再 エ ネ 自 家 消 費 量 ( k W h ) × 将 来 の 排 出 係 数 ( ト ン C O 2 / k W h )  

 

⑤  再エネ 電力の 利用 見通 し 

時 間 帯 別 の 電 力 需 要 を 踏 ま え た シ ミ ュ レ ー シ ョ ン を 行 う こ と に よ り 、 太 陽 光 発 電

設 備 等 よ り 発 電 さ れ る 再 エ ネ 電 力 の う ち 、 空 港 で 実 際 に 利 用 可 能 な 電 力 量 （ 余 剰 電

力を除 く自家 消費 量） を算定 した。  


